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基本理念

◆本報告書は、クボタグループのCSR活動の取り組みについて、わかりやす
く報告することを目指し、編集しています。2009年版は、本年1月1日に代
表取締役社長に就任した益本康男に、立教大学教授の高岡美佳氏より
インタビューしていただき、クボタグループのCSR経営等について思いを
語ってもらいました。また、特集ではクボタグループの社会貢献活動としてス
タートした「クボタｅプロジェクト」について紹介し、社外の有識者とともに日
本の農業を支える活動について意見交換したステークホルダーダイアログ
を掲載しています。　

◆企業活動の報告に関しては、経済、社会、環境の3つの側面をふまえ、クボ
タグループの「行動憲章」に沿った構成にしています。

◆CSR報告書全般に対して、昨年当社社長と対談していただいた神戸大学
大学院教授の國部克彦氏に、第三者意見をいただきました。

◆環境報告の定量情報の信頼性の確認のために、KPMGあずさサステナビ
リティ株式会社による第三者審査を受審しました。

報告対象範囲
　原則として、クボタグループすべてを対象としています。
◆〈経済性報告〉
　　米国会計基準に基づき作成した連結計算のデータを記載しています。
　　2008年度：連結子会社111社、持分法適用関連会社23社

◆〈社会性報告〉
　　クボタ単体と一部関係会社の活動成果を記載しています。

◆〈環境報告〉
　　クボタ単体と国内子会社76社、海外子会社34社を対象とした活動
　　成果を記載しています。

報告対象期間
◆2008年度（2008年4月から2009年3月）の活動を中心に記載していま
す。一部につきましては、直近の事柄についても記載しています。

◆環境報告のデータについては、国内（2008年4月から2009年3月）、　
海外（2008年1月から2008年12月）の集計です。

参考にしたガイドライン
環境省「環境報告ガイドライン（2007年版）」
GRI（Global Reporting Initiative）ガイドライン第3版

発行について
今回の発行　　　2009年6月
次回の発行予定　2010年6月
前回の発行　　　2008年6月　『ＣＳＲ報告書２００８』

表紙について
子どもたちのため3泊4日のキャンプ型自然体験学習
プログラム「クボタ地球小屋（TERRA－KOYA）」での
ひとコマ。自分で握ったおにぎりでの昼食風景です。

報告書の編集にあたって

クボタグループは、企業の姿勢を示した「社是」と企業の使命を表明した「経営理念」を企業活動の基本と考えています。

そして、この「経営理念」の遂行に必要な企業行動の指針として、7つの項目からなる「行動憲章」を定めています。

社 是

経 営 理 念

クボタグループは、豊かな生活と社会の基盤を支える製品・技術・サービスを通じて、
社会の発展と地球環境の保全に貢献します。

行 動 憲 章

1 お客様の満足
クボタグループは、製品安全の確保に努めるととも
に、お客様のニーズに適合した製品・技術・サービ
スを提供し、お客様の満足と信頼を追求します。

5 地球環境・地域環境の保全
クボタグループは、地球的規模で持続的な発展が
可能な社会の実現を目指し、地球環境・地域環境
の保全に配慮した企業活動を行います。

2 法令遵守と倫理に基づいた企業活動
クボタグループは、事業活動にかかわる関係法令
およびその精神を遵守し、社会的倫理や良識に
従った企業活動を行います。

6 国際社会・地域社会との共生
クボタグループは、各国・各地域の文化・習慣を尊
重し、地域社会とのコミュニケーションを通じて信
頼関係を築くとともに、良き市民として社会との共
生を図ります。

3 人権の尊重
クボタグループは、「世界人権宣言」に則り、人権を
尊重し、人権侵害を行いません。
また、プライバシーの尊重と、個人情報の保護に努
めます。

7 経営の透明性の向上と説明責任の履行
クボタグループは、適時かつ適切に企業情報を開
示し、企業活動の透明性を高め説明責任を履行し
ます。

4 安全で活気に満ちた職場づくり
クボタグループは、安全で健康的な職場環境の維
持、向上に努めます。また、従業員の多様性・創造
性を尊重し、活気に満ちた職場づくりを進めます。

一、総合力を生かしすぐれた製品と技術を通じて社会の発展につくそう

一、会社の繁栄と従業員の幸福を希って今日を築き明日を拓こう

一、創意と勇気をもって未知の世界に挑戦しよう

ねが ひら
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基本理念（社是・経営理念・行動憲章）

報告書の編集にあたって

トップコミットメント／社長インタビュー

特集　食料の自給力強化に貢献

クボタグループのCSR経営の取り組み

CSR経営の基本的な考え方

コーポレートガバナンスの考え方と体制

内部統制システム

コンプライアンスの徹底　

クボタグループのプロフィール

事業分野別状況

2008年度社会性報告の総括と
次年度の重点課題および中期目標

石綿問題への対応

お客様の満足

安全で活気に満ちた職場づくり

人権の尊重

国際社会・地域社会との共生

法令遵守と倫理に基づいた企業活動

経営の透明性の向上と説明責任の履行

基本方針

環境保全中期計画

クボタグループの事業活動と環境負荷の全体像

環境マネジメント

地球温暖化の防止

循環型社会の形成

化学物質の管理

環境配慮製品

生物多様性の保全

環境報告に対する第三者審査　

CSR報告書に対する第三者意見

第三者意見に応えて
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TOP COMMITMENTTOP COMMITMENT

社長就任にあたっての事業展望

厳しい経済環境下にこそ、食料・水・環境分野に
大きな可能性が秘められています。

企業を目指して

益本 康男

株式会社 クボタ 
代表取締役社長

高岡 美佳 氏
立教大学 経営学部 教授

グローバルな視点で技術を活かし

社長インタビュー
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社会に貢献し続ける
高岡　そういうご認識もあってか、技術開発戦略会議と品

質・モノづくり戦略会議というものをつくられたそうですが。

益本　社長交代を発表してから社長就任までに、技術者

や事業を推進している幹部に、10年後に自分たちの事業

や技術がどうなっていると思うかヒアリングしたんです。する

と、返答がない。

　これはいかんなということで立ち上げたのが、役員全員参

加の技術開発戦略会議です。やはり、経営幹部が技術に

ついて議論しなければ、部下も議論しないだろうと。

高岡　参加されるのは、技術系の役員さんばかりじゃない

ですよね。

益本　違いますけれども、技術を知らなかったら役員は務ま

りません。もう一つの品質・モノづくり戦略会議も全役員参

加で、クボタグループにおけるモノづくりの体系を再構築す

るための話し合いを進めています。

高岡　もう一度しっかりモノづくりを考えようということですね。

益本　クボタは緩やかではあるけれども、グローバルに工場

を立ち上げてきました。ところが、改めて全体を見ると、それぞ

れが個別最適なんですよ。つくり方が統一されていない。

　モノをつくるときには標準書というものが必要ですが、それ

が各工場ごとの標準になっていて、クボタの統一された標

準があるようでなかった。私も技術畑出身ですから分かるの

ですが、技術者というのは自分の個性を出したいものなんで

す。他とは違う、変わったことをしたい。だから、現場の技術

者ごとに異なる標準書が存在してきた。しかしこれからは、地

域対応とクボタ標準化を並行して推進しなければならない。

高岡　技術者の気持ちはよく分かるけれども、やはり無駄

が多いということですね。

益本　生産拠点のグローバル化への取り組みとしても重

要な課題です。

高岡　モノづくりの会社として、たくさんの取引先との関係

づくりも重要ではないかと思いますが、サプライチェーン・マ

ネジメントなどはどのように進めていらっしゃるんですか。

益本　国内では全工場が協力会社の会を持っていて、研

修会などでクボタの基本的な考え方を伝えています。

高岡　海外の工場では、どうですか。

益本　日本ほど徹底されていないのが現状です。例えば

ヨーロッパのＲＥＡＣＨ規制に対しては、日本で調達した部

品に対象化学物質が含まれてないか、プロジェクトを立ち

上げて対応していますけれども、海外のサプライヤーに対し

てはまだ充分ではありません。

モノづくりの意識と体系の再構築

技術と品質の両面で、
グローバル化を見据えた体制づくりが急務です。

グローバル化に向けたCSR経営の実践

生産拠点のグローバル化を推進するうえで、
CSRに対する意識の徹底がますます重要です。

高岡　今年の１月１日という大変な時期に社長にご就任さ

れましたが、どう受け止めていらっしゃいますか。海外に輸出

をしている日本の企業は軒並みダメージを受けていますが。

益本　当社も傷は浅くはないですよ。ただ、私どもの産業機

械は、すぐに要らないということにはならないため、変化が現

れにくい。

高岡　特に農業機械は、食料生産がなくなることはないで

すから、落ち込み方も緩やかなのではないですか。

益本　確かに食料価格は、多少のでこぼこはありますが、

右肩上がりで推移しています。ですから、それを生み出す

農業機械は、電機や自動車のように急激な影響は受けに

くいでしょう。

しかし、徐々に影響は出てくると思います。

高岡　こうした厳しい環境下で、どのように事業を展望され

ているのでしょうか。　

益本　クボタは、地球環境や人々の生活の根幹を支える

製品・技術・サービスを保有した社会的意義の高い企業グ

ループです。食料・水・環境という世界次元で拡大が期待

される分野で、いくつもの夢のある技術を持っており、可能

性がまだまだ広がっていくと考えています。

高岡　今、全世界の注目が食料や水ビジネス、環境などに

注がれていますね。

益本　その可能性を開花させるためにも、刻 と々変化する

社会に的確に対応できる体制が重要なんです。



高岡　これから海外生産比率がどんどん上がってくると、現

地の取引先も増えていって、そういう理念を伝えていくこと

がますます重要ですね。クボタのブランドが傷つくことがない

ように。

益本　海外調達が多くなってきますので、CSRの観点から

も、今後はさらに注意しなければならないと思っています。

高岡　クボタのCSRについての考え方の基本を教えてく

ださいますか。

益本　経営理念にもあるんですが、社会の発展と地球環

境の保全に尽くすということ。これがクボタのCSRの根底

にあります。

　そしてもう一つ、絶えず私が言っているのは、いろんな商

品をつくって、その商品が社会の役に立たなければ、企業

は存在する価値がないということ。これは、創業者から延々

と言われ続けてきている言葉で、社会の役に立って初めて

企業が存続し得るんだと。

高岡　私もその考え方に賛成です。そもそも企業とは、人や

お金、あるいは専門的な知識等を１カ所に集めることによっ

て、役に立つものがつくれるところに存在意義があるわけで

す。ですから、役に立つモノづくりから離れてCSRをやれと言

われても難しいんじゃないかと思います。

益本　そうですね。

高岡　社会の発展と地球環境の保全に尽くすという理念

を、まさに実践している取り組みとして、「クボタｅプロジェク

ト」を非常に興味深く伺ったんですけれども、どうしてこういう

ことを始めようと思われたんですか。

益本　クボタの農業機械は、日本の農業で育てられたんで

す。ところが今、日本の農業人口は65歳以上が6割で、毎

年2～3％減っていく。耕作放棄地も39万ヘクタール※と言

われている。これはなんとか、クボタが日本の農業に従事し

ている人たちを元気づけることができないだろうかと。そし

て、我々が育ててもらったことの、ほんのわずかでも恩返しが

できないものかというようなことを考えていた。

　そこに、甲信クボタというクボタグループの販売会社が、

地元で耕作放棄地を農地に変える活動の手伝いをし、地

域の人々に喜ばれたという話を聞き、プロジェクトとしてス

タートすることになったのです。

高岡　それが今では全国展開ですか。

益本　青森から鹿児島までの14県23テーマです。こちら

で選ばせていただいたのですが、それぞれの地域で耕作放

棄地を農地に変えるような活動を行っています。

高岡　経済環境が激変しましたが、今後はどのようなかた

ちで、CSRに取り組んでいこうとお考えですか。

益本　我々は食料や水、環境という分野の中で、21世紀

の人類に間違いなく貢献できる技術を有しています。これか

らはその技術をもとに、「どのように世界に貢献していくの

か」ということを考えなければならないと思います。
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　たとえば農業機械を売るためだけではなく、世界の食を考

えてどのように活動していくか。あるいは水で困っているとこ

ろは、どういう水で困っているかもよく考えて、具体的な行動

に移していこうと。

　要は、社会の発展と地球環境の保全にいかに貢献して

いけるか考えようということです。目指していることは、いたっ

て明快です。

高岡　目標はシンプルなほうがいいですよね。これだけ会

社が大きいと、シンプルでないと意志が全体に伝わりません

ものね。

益本　今はまず、ｅプロジェクトを水も環境も含めたクボタグ

ループ全体のプロジェクトにすることです。プロジェクトを進

めながら、水の分野でどういう社会貢献をしていくか、環境

問題に対してどういう社会貢献をしていくかを具体化し、ク

ボタグループのCSRの将来像をかたちにしていければなと

思っています。

高岡　これからのクボタに期待しています。本日はありがと

うございました。

インタビューを終えて

新社長の人柄とクボタの企業風土に
実直な企業経営の本質を見た思いがします。

益本 康男（ますもと やすお）
株式会社 クボタ  代表取締役社長

1947年生まれ。1971年京都大学工学部精密工
学科卒、同年久保田鉄工（現・クボタ）に入社。枚方
製造所建設機械製造部長、宇都宮工場長、作業機
事業部長を経て2002年取締役に就任。2004年
常務取締役、2006年専務取締役、2008年取締
役副社長、2009年代表取締役社長に就任。

高岡 美佳（たかおか みか）氏
立教大学 経営学部 教授

1999年東京大学大学院経済学研究科博士課程
修了（経済学博士）。大阪市立大学経済研究所助
教授、立教大学経営学部准教授を経て現職。通商
産業省「中小企業の産業集積問題に関する研究
会」委員、経済産業省「フランチャイズ契約と企業組
織形態研究会」委員、エコプロダクツ大賞環境大臣
賞第二次予備審査委員会委員等を歴任。「CSRと
企業経営（共著）」（学文社）等著書多数。

世界では「食料」と「水」の争奪戦が始まりつつあります。
「環境」技術も含めて、クボタの事業は、地球の未来を創
る大切な仕事ばかりです。
そのような状況の中、本年４月に経営機構を改革し、自社
の事業と社会・環境との接点を再確認するための数々の

取り組みを進めているというお話をうかがい、あらためてク
ボタのCSR意識の高さを実感しました。また、トップマネジ
メント層から若手社員にいたる全ての社員とビジョンを共
有し、「食料」「水」「環境」問題への技術的対応を事業活
動全般に関わる基本的な価値観、つまり、「文化」として
根付かせようとする益本社長の姿勢は、大変素晴らしい
ものであると感じました。クボタのCSR活動の今後のさら
なる進展と、海外サプライチェーンにおけるCSRの浸透を
期待しています。

クボタeプロジェクトによる社会への貢献

クボタをここまで育ててくれた日本農業の再生に
何か我々にできる手助けがしたいのです。

CSRに対するクボタの基本理念

経営理念に通じるCSR。
企業とは社会の役に立って初めて存続し得るのです。

CSR経営の将来ビジョン

クボタの技術を地球の未来のためにどう活用するか、
グローバルな視点でより具体的な活動を目指します。

※2005年農林業センサスによる面積。

TOP COMMITMENTTOP COMMITMENT

社長インタビュー



全国で39万ヘクタールを占める耕作放棄地の解消と発生防止
に向けて、集落営農・生産組合・市民グループなどが進める農地
再生活動を、農業機械とオペレーターの提供を通じて支援。

高齢化、後継者不足で遊休化したりん
ご園を地域協働で畑作地に転換。地元
の醗酵鶏糞も利用しながら、小麦や雑
穀など耕種作物を栽培しています。

日本の食料自給率は戦後低下し続け、1965年度の73％から
2007年度は40％にまで下がりました※1。この数値は、主要先進
国の中で最低の水準※2です。食料の多くを輸入に頼る状況は、
国産農産物の需要をさらに低下させ、農地面積や生産者の減
少という悪循環を生みます。食料供給の基盤である農業が活力
を失っていくのです。こうした状況を受け、今わが国では、官民を挙
げて、食料自給率向上に向けた取り組みが推進されています。

耕作放棄地の再生を支援します

耕作放棄地の再生支援などで日本農業の活性化をサポート

地域・農家・学校などと深く広く関わりながら、
地球環境保全や日本農業の活性化を支援します。

岐路に立つ日本の農業岐路に立つ日本の農業

地域支援

農育支援

農家支援 eat

earth
ecology
education
（地球にやさしい）

（環境保全）

（教育・農育）

（安心で安全な食料）
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特集特集

地域・農家・学校

ディーラー
第三者機関
全国農業会議所・
全国農業改良普及
支援協会など

農業の未来づくり大作戦

クボタeプロジェクト

themtheme.1.1 「地域支援」

お米を学ぶカリキュラムがある小学5年生を対象に「クボタ元氣
農業体験教室」を開設。田植え・稲刈り・収穫物の試食などの
稲作体験を通じて、農業への理解促進と情操教育を推進。

小学生の農業体験を支援します

themtheme.2.2 「農育支援」

ディーラー展示会の「地域ブランド物産コーナー」への出品、当
社ホームページや情報誌への掲載など、生産者と消費者を結び
つける機会を提供し、各地域物産のブランド化やPRを支援。

ご当地ブランド・産直品の全国PRや
志ある農家を支援します

themtheme.3.3 「農家支援」

地球環境保全の観点から、「菜の花プロジェクトネットワーク（ナ
タネ油による資源循環リサイクルの取り組み）」など、バイオマス
を利用・活用した関連活動に積極的に参画。

バイオ燃料用作物栽培を支援します

themtheme.4.4 「環境保全」

「クボタｅデー」を制定し、当社機械営業本部・ディーラー関係者
を中心として、農業用水を美しく保つため、拠点周辺の河川等で
清掃や草刈を行い、環境美化・啓発活動を実践。

グループ全員参加でボランティア活動を展開します

themtheme.5.5 「地域貢献」

環境保全

地域貢献

［日本の食料自給率推移］

「農育支援」で稲刈りを体験する子どもたち（青森市立造道小学校にて）

食料供給機能のみならず、農業と農村の安定は、日本の社会基盤に他な
りません。創業以来、1世紀以上にわたって農業と共に歩んできたクボタ
は、農業の活性化を通じて、日本が抱える、環境・教育・食料という問題に
向き合っていこうと考え、「元氣農業」をスローガンに日本農業の発展を応
援してきました。そして2008年、農業の未来づくりを目指した新たな取り組
み「クボタeプロジェクト」をスタート。5つのテーマを掲げ、当社とディーラー、
第三者機関が三位一体となって、地域・農家・学校を支援しています。
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（出所：農林水産省）

食料自給率（カロリーベース）

穀物自給率（飼料用を含む、重量ベース）

※1：数値はカロリーベース総合食料自給率
※2：主要先進国の食料自給率　アメリカ128％、フランス122％、ドイツ84％、イギリス70％

グリーンヒル長倉、長倉地域資源保全隊〈岩手県〉

県開発のそばの新品種「会津のかおり」
を栽培し、イベント等でそばを生産・販
売。そばの郷としてのブランドの確立と地
域の活性化を目指しています。

喜多方刈取センター〈福島県〉

やまといもや景観作物を栽培し環境保
全を図るとともに、市民対話集会の開催
など、地域一丸で遊休農地・耕作放棄
地の解消に取り組んでいます。

足川浜農用地管理組合〈千葉県〉

山菜やそばを栽培し、町の特産品として
の振興を図るとともに、地元のそば祭り
や蕎麦屋にそばを供給し、地域の活性
化を目指しています。

松沢地区集落営農組合〈長野県〉

耕作放棄地を借り受け、菜の花プロジェ
クトを開始。菜種油だけでなく、油粕や蜂
蜜も利用した特産物の開発や、地域の
活性化を目指しています。

菜の花プロジェクト ルネサンスの会〈徳島県〉

合鴨農法で作った米や有機大豆などを
用いた調理体験教室などを通して、安
全・安心な作物を多くの消費者にアピー
ルしています。

合鴨家族古野農場〈福岡県〉

Reporteportクボタeプロジェクト

（P.32をご参照下さい）

（P.32をご参照下さい）

（P.32をご参照下さい）

食料の自給力強化に

貢献

theme.theme.1 ╱theme.theme.4〈　　   　　　　〉
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集 
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環境保全「大河津ネット」
高内活動班 菜種栽培グループ代表

遠藤 文則氏

㈱新潟クボタ 社長

吉田 至夫氏

社団法人 
全国農業改良普及支援協会会長

大森 昭彦氏

㈱クボタ 
CSR推進部長

渡辺 玉範（司会）

㈱クボタ 
クボタeプロジェクト事務局 
機械営業総括部長

渡邉 弥
わたる
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2008年8月から全国各地で取り組みがスタートした

クボタeプロジェクトにおける「耕作放棄地再生支援」は

それぞれの地域でどのように受け入れられ

農業活性化にどれほどの貢献が果たせているのでしょうか。

支援先のひとつ、日本を代表する米どころ新潟県を訪ね

関係者の皆さまに、当プロジェクトへの評価と

クボタグループに対する期待を語っていただきました。

地元の実状にあった支援で
日本農業の活性化を応援
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ステークホルダーダイアログ

司会　日本の食料自給率が低下し、食料自給力の強化につい

て関心が高まっています。特に現在、全国に39万ヘクタール※に

及ぶ耕作放棄地があるといわれ、自給率を高める上でも大きな

課題となっています。耕作放棄地はなぜ増えてきたのでしょうか。

遠藤　地元の例でお話

ししますと、生産調整が

きっかけだと思います。

減反の面積が徐々に拡

大して、管理する意欲が

減ってしまった。さらに、

75歳ぐらいの人たちが

最近農業から撤退し始

めている、この影響が非

常に大きい。また機械の

入らないところは、荒らし

てしまう。一旦荒らしてしまうと、意欲もなくなります。

大森　そうですね。土地を大事にして作物を作っていくという意

識が、ある時点で大きく転換したと思うんです。

吉田　中山間地や沢に限らず、平場のいい場所でさえ放棄地

が増えてきている。何か大きなボタンのかけ違えがどんどん起き

ているという感じを受けますね。今まで日本の農業を支えてこられ

た層が高齢化し、農作業ができない状態になってきた。また、以

特集

貢献
の自給力強化に食料

前は、集落で補い合うような意識構造がありましたが、お互い手

も口も出せなくなっている。

司会　増え続ける耕作放棄地の問題に、手を打ってこれなかっ

た原因はどの辺にあるのでしょう。

遠藤　ひとつは稲作オンリー意識ではないでしょうか。水田を野菜

とか果物とかに転換するという意識が少ないんです。さらに中山間

地域では、耕作放棄地の解消イコール基盤整備を意味します。合

意形成はなかなかできるものではありません。考えを取りまとめる

コーディネーターが地域の中にいないからです。

　また、稲作機械以外の機械はほとんど持っていないという農家

事情もありますね。

大森　耕作放棄地の復元には、かなりの労力とお金が必要で

す。ハード面の難しさが壁になっていることは間違いないでしょ

う。さらにソフト面で、復元した後にどのように土地を使っていくか

というビジョンを共有できないことも壁になっている。ハード面とソ

フト面での高い壁があって、耕作放棄地の復元が難しかったの

ではないかと思います。

司会　新潟クボタでは以前から、耕作放棄地の復元に取り組

んで来られましたね。

吉田　放棄地が拡大してきた地域で、これではいけないんだと

いう動きが出始めました。しかし、やってみたけれども、地元の方

が持っている機械ではうまくいかない。そこで、うちの大型トラクタ

でお手伝いしたんです。また、県が新しく開発した酒米を植えて、

新しい酒のブランドを作るという、まちおこし運動にも機械をお貸

ししながらお手伝いをしていました。

　それがｅプロジェクトによって、メーカーが機械も含めて支援し

てくれることになった。さらに幅広い応援ができるようになりました

し、我々ディーラーとしても大変ありがたいことです。

渡邉　クボタｅプロジェクトでは、耕作放棄地の再生に向けて、

現在、全国の23団体を支援しています。昨年５月に全国紙・地

方紙に全面広告を掲載したところ、掲載当日から事務局への問

い合わせの電話が相当数あり、時宜を得た取り組みであること

を非常に実感しました。

遠藤　私は新潟日報でその全面広告を見て、大きな光を得たよ

うに思いました。

　これで、20年来放置してきた農地が菜の花畑に化ける。我が

集落にとって画期的なことだと直感したのです。

大森　耕作放棄地の再生には、新しい仕組みが求められてい

たと思うのです。そこへ、クボタが民の力で、ハード面で突破口を

開いた。これはすごく画期的なことです。

　さらに、それがもう実践されている。このスピード感は、やはり

民間の力だなと感じました。国の補助事業が緊急対策としてス

タートしますが、ｅプロジェクトはまさにそのモデル的な存在だと

思います。

遠藤　国の事業は100％支援ではありませんし、挑戦できる

集落も限られます。そういう意味でｅプロジェクトには、組織がこ

れから良くなる方向に向かう初期的な投資をしていただいたと

思っています。我々の今の農業実態の身の丈にあった支援だ

と感じています。

司会　クボタグループは、日本の農業活性化に向けて、「元氣

農業」をテーマにさまざまな取り組みをしていますが、当社の活動

についてどう思われますか。

吉田　私は、時代の空気が変わってきたなと感じています。

機械というハードだけではなく、農家の皆さまの課題にあった提

案をしながらお話ししていく。そういうお客様との一体感の中で、

新しいビジネスチャンスも生まれるし、農業の活性化の方向も出

るだろうと思います。

　その点、eプロジェクトは、これじゃいけないという地域の人々

の意識と我々の働きか

けがうまくマッチして、相

乗効果を上げたところ

に大きな価値があった

と思います。

大森　日ごろからユー

ザーさんと接触していく

中で、そこにいろんな課

題が見えてきます。それ

に的確な答えを返して

いく事業展開が究極の

高齢化と農環境の変化がもたらした
耕作放棄地の拡大

各地で始まった耕作放棄地の再生と
クボタeプロジェクトによる身の丈にあった支援

農業活性化の鍵を握るハードとソフト
クボタグループに期待される高度な情報提供機能

開催日
場 所

2009年3月3日（火）
新潟県民会館 談話室

※2005年農林業センサスによる面積。農林水産省の2008年度調査では、28.4万ヘクタールと推計されている。
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OpinioOpinion〈担当役員のビジョン〉

国や立場を超えて、共に考え、共に解決する。
クボタが世界に誇るその事業スタイルが、
優れた製品と社会への貢献をもたらしています。

アジアの農とクボタアジアの農とクボタ

姿だろうと思います。その中核をなすのは、情報提供機能の強

化ではないでしょうか。キーワードになるのは「農地、水、環境、エ

ネルギー」。そこまで視野を広げて総合的な情報提供機能を強

化していく。クボタにはそういう事業展開をして、我が国農業を

しっかりリードしていただきたいと思います。

遠藤　私は、クボタの情報提供力の高さに驚いています。例え

ば菜種栽培では、菜種だけではいずれ連作障害が出てだめだ

と。それで、今度はヒマワリにする。こういう情報がほしいのです。

こういう情報が地域の活性化のためにすごく参考になります。

　もう一つ、お願いしたいのは、我々のような小規模なところで

は、いきなり高性能な機械には手を出せない。我々が利用しやす

い機械化導入提案をご検討いただければありがたいです。

吉田　耕作放棄地に対する関心の高まりは、我 ク々ボタグルー

プにとって大きなチャンスだと思っています。ｅプロジェクトは

その一つの大きなきっかけになり得ると思っています。

　実際に１年取り組んで、大きなメリットがあったのは、お客様

と同時に、例えば行政の方や研究機関の方、その他いろんな

特集

貢献
の自給力強化に食料 ステークホルダーダイアログ

方がかかわっていること

が見えてきたこと。そし

てもう一つ、社員が変

わりましたね。「うちの会

社もこういうことをやる

会社なんだ」という誇り

を、社員が感じてくれた

のです。

渡邊　eプロジェクトに

関して、「農業実態の

身の丈に合った取り組

み」、「お客様の視点に立った取り組み」と評価いただいたこと

を、非常にうれしく思います。

　ご提案いただいた、「情報の提供機能の強化」や「農村地域

力を高める活動への参加」などは、クボタグループが非常に強く

思っていることで、皆さまとより一層連携を図って、地域の活性

化に貢献していきたいと思っております。たくさんの方から評価

していただいたｅプロジェクト活動を、これからもより強化し、しっ

かり続けていこうと考えています。

司会　どうもありがとうございました。

eプロジェクトの一層の充実と
日本の農業活性化に向けたクボタグループの貢献

「ほたる舞う潤いの里」を合言葉に、地区の集落が結束し、農地・

水・環境保全向上対策に協働で取り組んでいます。たとえば、せっ

かく川にホタルの幼虫が生息していても、サナギがのり面の穴に潜

るときに除草剤で死んでしまうことから、除草剤の散布を行わないな

どの活動を実践。地域住民が定期的に田んぼの生き物調査を行

い、子どもたちによる発表会で各地域の管理状態を相互評価して

います。こうした、楽しいイベントなどを開催することで、より多くの地

域の人 を々巻き込みながら、少しずつ活動の輪を広げています。

●活動テーマ

「ほたる舞う潤いの里 特産品づくりの高内」

環境保全「大河津ネット」
高内活動班 菜種栽培グループ

おおこうづ
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昨年10月には、再生された耕
作地に菜種を播くイベントを開
催。100名近い地元の小学生
が参加し、楽しみながら農業を
体験しました。

クボタeプロジェクト支援先（新潟県長岡市）

クボタは「日本」「北米」「欧州」「アジア」の4極体制で、機械事業のグロー
バル展開を進めていますが、近年、「アジア」の農業機械市場が急速に拡
大。数年後には日本・北米の市場規模にまで成長する可能性を秘めてい
ます。クボタは、総合農機メーカーとしての力を生かして、アジアの稲作文
化の発展のために積極的な活動を展開しています。

中国では農業近代化政策の
もと、農業の機械化が急ピッ
チで進められています。クボタ
はコンバイン、田植機の製造
販売を行っている久保田農業
機械（蘇州）有限公司にトラク
タ販売部門を新設し、トラクタ
市場への参入も開始しました。

タイではトラクタの需要が急速
に拡大しています。クボタは
2007年に日本メーカー初のト
ラクタ生産工場・サイアムクボ
タトラクタを設立。当初予定を
上回る需要拡大を受け、生産
能力増強にも着手しました。

ベトナムでは購買力の高まりと
ともに、中古農機から新車へ
のニーズが高まってきていま
す。クボタは2008年に現地製
造販売会社・クボタベトナム
有限会社を設立し、新たな機
械化需要に応えています。

水田面積が日本の26倍以上
というインド。クボタは2008年、
トラクタ・コンバイン・田植機等
の販売を行う現地合弁会社・
クボタ農業機械インドを設立。
高品質の農機需要に応える
ための体制を整えました。

代表取締役専務執行役員
機械事業本部長 兼 機械海外本部長

富田 哲司

　食料自給率の向上を目指して始まったわが国の取り組みは、日本の農業が多角化・多様

化へ転換していくことを意味しています。機械事業にとっては大きなビジネスチャンスですが、

農家の高齢化や耕作放棄地の拡大など、解決しなければならない問題は山積しています。ク

ボタは農業再生の手助けとしてeプロジェクトをスタートさせましたが、この活動がきっかけと

なって、地域独自の継続的な取り組みへと発展していくことを願っています。

　クボタは日本の農業で培ったノウハウを、世界の食料庫・アジアでも生かしています。アジ

ア諸国では、急速な経済成長とともに農業の機械化が加速しており、品質への評価が高い

クボタ農機への需要が一段と高まっています。今後はタイに新設した生産拠点を中心に、地

域に適した農機をより安価に提供できる体制を整え、アジア農業の発展に貢献していきたい

と考えています。

　日本そして世界で、常にユーザーの立場で、共に考え、共に問題を解決する事業スタイル

は、クボタ最大の強みです。私たちはこうした事業活動を通じて社会に貢献し、成長を続けて

いきます。事業によって社会の発展に貢献するとともに、事業の継続によって人々の生活を

守る。これも会社として果たすべき社会的責任だと思っています。

中　国 タ　イ

ベトナム インド
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　クボタグループは、「国や社会の発展に役立つ製品を、全知
と全霊をこめて創り出す」という創業以来のＤＮＡを堅持するとと
もに、「企業を取り巻くステークホルダーの満足を図り、経済価
値、社会価値、環境価値というトリプルボトムラインのバランスを
とりながら、企業全体の価値を高める経営活動」を行っていま
す。そのためには次の点が重要と考えています。
　第１点は、経営トップがＣＳＲ経営に対する取り組みの姿勢を
明確に示すことにあります。これはクボタグループ全体の企業活
動において、意識と行動の統一を図るために必要なことです。そ
のために、2006年4月１日にそれまでの社是、綱領、行動憲章
および行動基準をＣＳＲの観点から見直し、新たなクボタグルー
プの理念・行動規範体系を構築しました（P.1をご参照下さ
い）。「豊かな生活と社会の基盤を支える製品・技術・サービ
スを通じて、社会の発展と地球環境の保全に貢献する」
というクボタグループの経営理念実現のため、行動憲
章、行動基準を企業行動の指針として、クボタグ
ループ全体に浸透と実践を図っています。
　第２点は、ＣＳＲ経営を推進・展開する仕組
みがマネジメントシステムのなかに機能的に
組み込まれていることです。
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　この仕組みとは、
①経営トップの方針や経営課題に関する意思決定の過程や
　内容を、客観的に評価しチェックする「コーポレートガバナン
　ス」の確立
②企業活動の基本である法令遵守や企業倫理に関する「コン
　プライアンス」の徹底
③決められたルールに基づいて業務を遂行し、それができている
　かをチェックする「内部統制システム」の構築
であり、重要なマネジメント機能と考えています。

　クボタは、監査役制度を採用しており、取締役会は全社の戦
略的な意思決定と執行役員による業務執行の監督を行い、監
査役会は取締役の業務執行の監督と監査を行っています。
　2009年4月1日に、取締役会による戦略的な意思決定機能
の強化及び社長以下執行役員による業務執行機能強化によ
り、経営環境への迅速な対応と経営効率の向上を目指すため、
執行役員２６名を選任し、執行役員制を導入しました。
　また、6月の定時株主総会において、取締役による戦略的意
思決定機能に機動性を持たせるため、取締役の減員と社外取
締役の選任を行いました。
　このほかに、特定の重要課題について意思決定や審議を行

クボタグループの

CSR経営の取り組み

■ 「社是・経営理念・行動憲章・行動基準」冊子

「社是」「経営理念」「行動憲章」「行動基
準」が掲載された冊子を従業員に配布し、理
解と徹底を図っています。また、携帯カードを
作成し、従業員に配布しています。

■ 行動基準ガイドブック冊子

「クボタグループ行動基準ガイドブック」を作
成し、従業員に配布しています。このガイド
ブックでは、禁止事項および遵守するべき
ルールの中でも特に注意すべき事項を具体
的に示し、イラストを使用してわかりやすく説
明しています。

■ 行動基準Q＆A

行動基準に関連した事例集「行動基準Q＆A集　
こんなとき、どうする！？」を作成し、社内報および社
内ホームページに掲載しました。身近に起こりそう
な出来事について、クボタグループの社員のとるべ
き行動について示しています。

う「経営会議」と「審議会」を設け、社長をはじめとする経営トッ
プのより適切かつ迅速な経営判断が行えるような体制を組ん
でいます。
　また、製造業の基盤となる研究開発・品質・モノづくりを強化
するため、社長を委員長とする「技術開発戦略会議」と「品質・
モノづくり戦略会議」を2009年4月1日に新設しました。
　さらに、全社の専門家による各種委員会を構成し、専門分野
における業務計画の立案や、クボタグループ全体への教育・啓
発活動の展開を行い、事業部門へのサポートや取締役会等へ
の報告・提言などを行っています。

［コーポレートガバナンス体制図（2009年4月1日現在）］

CSR経営の基本的な考え方

　取締役会は、取締役8名（うち社外取締役2名）で構成されており、定例取締役会を毎月１回開催するほか、必要に応じ
随時開催し、経営計画に関する事項、資金計画、投資、事業再編などの重要経営課題について、審議、決定しています。
　取締役の任期は、事業年度ごとの経営責任の明確化を図るために１年とし、毎年株主総会で改選を行っています。
　監査役会は、監査役５名（うち社外監査役３名）で構成されており、重要な会議の出席、取締役などからの報告の聴取、
重要な決裁書類の閲覧、子会社の調査などにより監査を実施しているほか、会計監査人から随時監査に関する報告を受
けています。
　執行役員会は、社長および執行役員（２６名）で構成されており、定例執行役員会を毎月１回開催するほか、必要に応じ
随時開催し、業務執行に関する重要課題について検討しています。

会

計

監

査

人

機械事業本部
水・環境システム事業本部
社会インフラ事業本部

代表取締役社長
執行役員

（執行役員会※）

国内外関係会社

本社
支社･支店
営業所

製造所･工場･事業センター
海外事務所

経 営 会 議
報 酬 等 諮 問 委 員 会
技 術 開 発 戦 略 会 議
品質・モノづくり戦略会議

監査役
（監査役会※）

選任・解任

連携

報告

監査

監査

上申

上申

報告・提案

選任・解任、監督

選任・解任

指導・助言内部監査

選任・解任

株 主 総 会

企業行動監査部
（財務報告の信頼性の監査）

CSR企画部
（コンプライアンスに関する監査）

主管部門
（基本機能の監査）

法務部
環境管理部
安全衛生推進部
品質・モノづくり統括部
人事部
経営企画部
技術開発推進部

（公正取引）
（環境保全）
（安全衛生）
（品質管理）
（労務管理）

（情報セキュリティ）
（知的財産）

※経営管理体制

取締役
（取締役会※）

コーポレートガバナンスの考え方と体制

監査
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社会価値

環境価値
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全社リスク管理委員会
財務情報開示委員会
独占禁止法遵守委員会
品 質 管 理 委 員 会
中央発明考案審査委員会
人権啓発推進委員会
輸 出 入 管 理 委 員 会
寄 付 等 審 査 委 員 会
個人情報保護推進委員会
震災等災害対策委員会

審 議 会
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　クボタグループの内部統制システムは、業務を遂行する上で
守るべきルールを明確に定め、このルールどおりに業務が運営
されているかチェックする仕組みです。システムは、ルールに基づ
いて業務を遂行する「業務運営」と、経営上重大なリスクを管理
する「リスク管理」から構成されています。
　「業務運営」とは、業務を運営するための基本事項を「業務規
則」で定め、各部門は業務規則に基づき日常のチェックを行い、
業務を運営することです。「業務規則」には共通的な業務規則
（基本規則）と機能別業務規則があります。
　「リスク管理」とは、各リスクを管理している主管部門がすべき
運営事項を「リスク管理規程」で定め、これによりリスクを管理す
るために必要な推進事項を立案し、部門を監査することによりそ
の実効性を確認することです。
　内部統制システムの中で、当社の経営上の重大なリスクを
次の３つに分類しています。
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①財務報告の信頼性に係わる内部統制
②公正取引や環境保全、安全衛生等の会社の基本機能に係
　わる内部統制
③設備関連法規遵守や輸出入管理等のコンプライアンスに係
　わる内部統制
これらのリスクを回避するために、担当する主管部門は、推進事
項の実施と事業部門への監査を行い、その結果および次年度
の対策を社長および取締役会に報告することにより、リスク管
理のＰＤＣＡサイクルが回るようにしています。
　この内部統制システムは、2007年4月から本格運用を始め
ました。2007年度はクボタ本体を中心に、2008年度は、国内
グループ会社へ範囲を広げ展開しました。2009年度以降は海
外のグループ会社へも本格展開を図っていきます。なお、財務
報告の信頼性に係わる内部統制については、2007年度よりク
ボタ本体および国内外グループ会社に展開しています。

　コンプライアンスの徹底は、事業活動の大前提であり、クボ
タグループの経営課題の重点事項です。クボタでは、推進部
署として「CSR推進本部」を設け、担当執行役員を任命して、
コンプライアンスの徹底を推進しています。
　また、独占禁止法違反の反省から事業部門に「独占禁止
法遵守委員会」を設置し、事業部門ごとの教育・監査体制を
整えています。
　その他、コンプライアンスに関連するリスクに対して、全社の
各種委員会やリスク管理を担当する主管部門、また各部門・
グループ会社の推進責任者を中心に、社内研修・教育、外部
有識者による指導、社内行事の企画、社外行事への参加など
の活動を行っています。
　そして、これらの活動は内部統制システムの中に組み込ま
れ、「教育・啓発活動」「専門部署による事前相談対応」「実
地監査」を行い、コンプライアンスの徹底を図っています。
　さらに、社員が職場や業務の中で、不正・違法・反倫理的行
為を知ったり、疑わしいと思ったときの通報窓口として、本社に
「クボタホットライン」を開設し運用しています。これはＣＳＲ企画
部長へ直接電話やメール、文書などで相談し、解決を図ってい
く制度です。通報者の利益やプライバシーの保護を図りなが
ら、違法行為の早期発見と抑制に役立つ制度として運用して

います。事実調査の結果、違法行為等が確認された場合は、
CSR推進本部長に報告し、重大な違法行為等については、
社長に報告されます。

■ 独占禁止法遵守マニュアル

独占禁止法をわかりやすく解説し、実務に
つながる内容にした「独占禁止法遵守マ
ニュアル」を2006年12月に改訂し、役員・
従業員に配布し、実務に活かしています。

■ 下請法マニュアル

下請法マニュアル「下請取引適正化のた
めに」を2007年4月に全面改訂し、資材購
買関連部門を中心に配布しています。クボ
タ及びグループ会社に対して、同マニュア
ルを用いて研修を実施しています。

■ 個人情報保護への取り組み

お客様情報をはじめとする個人情報の保
護の徹底のために個人情報保護推進委
員会を設置し、社内規程やマニュアルの整
備により、情報の適切な管理体制を構築し
ています。

［規則・規程の体系］ ○取締役会規則・執行役員会規程・報酬等諮問委員会規程　
○株式取扱規則　
○決裁規則
○業務分掌

財務報告の信頼性
○財務報告の信頼性に関する管理規程　○物流関連法規遵守規程
基本機能
○独占禁止法遵守規程･下請法遵守規程　　○環境保全規程　　○安全衛生管理規程　　○品質保証規程
○労務管理規程　　○情報セキュリティ規程　　○知的財産権侵害未然防止に関する規程
コンプライアンス
○設備関連法規遵守規程　　　　　　  ○震災等災害対策管理規程　　　　　○建設業法遵守規程
○人権啓発管理規程　　　　  　　　　○安全運転管理規程　　　　　　　　○不正支払防止規程　　　　
○機密情報管理規程　　　　　　　　  ○個人情報保護規程　　　　　　　　○安全保障貿易管理規程
○輸出入管理規程

　
○労働協約・就業規則・諸規程集　
○文書保存規則　
○委員会運営規則

　
○社内規則・規程総則
○関連会社管理規則（国内・国外）

○営業編総則　
○生産管理編総則　
○知的財産編
○安全衛生編
○人事・労務編
○人権啓発編
○グループ企業理念・行動規範編
○関連会社管理編
○秘書編　

○審査編　
○資材・調達編総則　　
○発明考案編
○財務編
○健康管理編
○建設業法許可・指名願対応編
○経営会議・審議会運営編
○情報システム編
○広報編

○企業広告編
○設備管理編
○品質保証編
○管理編
○法務編
○内部通報制度運用編
○株式・株主管理編
○総務編

○営業情報管理編 
○研究開発編総則
○環境保全編
○中期経営計画編
○カスタマー編
○監査編
○ＣＳＲ情報編
○不動産管理編

リスク管理規程

［内部統制のリスクと主管部門］［内部統制システム］

公正取引
環境保全
安全衛生
品質管理
労務管理
情報セキュリティ
知的財産

設備関連法規遵守
震災等災害対策管理
建設業法遵守
人権啓発
安全運転管理
不正支払防止
機密情報管理
個人情報保護
安全保障貿易管理
輸出入管理

企業行動監査部

法務部
環境管理部
安全衛生推進部
品質・モノづくり統括部
人事部
経営企画部
技術開発推進部

品質・モノづくり統括部
業務部
業務部
人権啓発部
業務部
ＣＳＲ企画部
ＣＳＲ企画部
法務部
品質・モノづくり統括部
品質・モノづくり統括部

財務報告の信頼性に係わる内部統制
リスク 主 管 部 門

会社の基本機能に係わる内部統制

コンプライアンスに係わる内部統制

社長・取締役会

全社リスク管理委員会

監査計画・結果・対策および管理方針

リスク管理規程に基づく
リスク管理の実施

業務規則に基づく
日常の業務運営

決裁 報告

発信 企画・立案

運営

運営

財務報告の信頼性に
係わるリスク

会社の基本機能に
係わるリスク

コンプライアンスに
係わるリスク

業務運営

リスク管理

リスク管理規程
（経営上重大なリスクに対し
主管部門がすべき事項）

業務規則
（業務運営に関する基本事項）

［情報セキュリティ体制図］

お客様の個人情報など情報資産へのセキュリティ強化のため、全社的推
進体制のもと、以下の取り組みを行っています。

①各職場に情報セキュリティ推進責任者（ＩＴマネージャー）を配置し、主管
　部門が策定する方針に基づき、グループ一体で対策を展開しています。
②グループ全体で情報セキュリティに関する規程類の整備を継続的に実
　施し、その遵守状況を監査しています。特に2008年度については、国
　内グループ会社への対応に重点を置き、規程類の共通化と対策状況
　の点検を実施しました。
③ウィルスワクチン等各種対策状況の自動監視プログラムを全パソコンに
　導入し、常時監視しています。
④ＩＴマネージャー・サブマネージャーに対する教育・啓発を定期的に実施し
　ています。また、グループ従業員を対象に、個人情報保護や情報セキュ
　リティに関するｅ-ラーニングを実施し、各従業員が遵守すべき対策事項
　についての理解向上に努めています。

経営企画部担当役員
全社情報セキュリティ統括責任者

経営企画部
全社情報セキュリティ主管部門

各部門／グループ各社 部門長

情報セキュリティ推進責任者
ITマネージャー、
ITサブマネージャー

クボタグループのCSR経営の取り組み

業務運営

リスク管理

定 款

企 業 理 念

行 動 規 範

監査役会規則

事業部門別版業務規則

事業部門の業務運営

経営上の重大な
リスクを抽出

リスク管理に関する啓発・教育活動
監査・指摘・改善・再監査の実施

基本規則

業務規則

コンプライアンスの徹底内部統制システム

社 長

ＣＳＲ推進本部長

ＣＳＲ企画部長社外弁護士等

通報者

相談

［クボタホットライン フロー図］

http://www.kubota.co.jp/privacy/index.html
個人情報保護方針

窓口

報告指示

通報回答

指示

調査･確認



経済性報告

英 文 社 名

本 社 所 在 地

創 業 年 月

設 立 年 月

資 本 金

： KUBOTA CORPORATION

： 大阪市浪速区敷津東一丁目2番47号

： 1890（明治23）年2月

： 1930（昭和5）年12月

： 84,070,280,304円※

発 行 済 株 式 総 数

株 主 数

従 業 員 数

クボタグループの従業員数

： 1,285,919,180株※

： 53,002名※

： 9,911名（就業人員）※

： 25,140名（就業人員）※

　当期のクボタグループの売上高は、前期より減少して、1兆
１,０７５億円となりました。
　国内売上高は、５,４９２億円となりました。機械関連分野は、
厳しい市場環境が継続するなか、農機・エンジンが売上を落と
し、景気減速に伴う需要減少により建設機械も大幅な減収と
なりました。産業インフラ分野は、産業用鋳物・素材が売上を
落としましたが、ダクタイル鉄管、鋼管が大幅に売上を伸ばし、
全体では増収となりました。環境エンジニアリング分野は、上下
水エンジニアリングを中心に売上を伸張させました。生活関連
分野は、自動販売機、工事などが大きく売上を落とし、大幅な
減収となりました。

［国内・海外別売上高推移］

空のために

土のために

水のために 人のために社会
（経済）
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（億円） （%）
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海外比率　　国内　　海外

35.7

40.7

46.5
50.4 50.4

3,551
4,336

5,240
5,823 5,583

6,394 6,321 6,035 5,722
5,492

［営業利益推移・純利益推移］
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200

400
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（億円）
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営業利益　　純利益

481

680
765

810

941

1,211
1,303 1,369

1,028
1,179

［売上高（分野別）推移］

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000
（億円）

（年度）2004 2005 2006 2007 2008

5,943

1,706

1,173

1,897

1,099

1,942

906

2,016

709

2,110

710
1,123 921 958 884 730

7,468 7,9376,741

9,945

機械関連　　
産業インフラ

環境エンジニアリング
生活関連
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　海外売上高は、５,５８３億円となりました。機械関連分野は、
作業機は好調に推移したものの、エンジンが大幅に減少しトラ
クタも微減となりました。また、建設機械は欧米を中心に大幅
に売上を落としました。一方、産業インフラ分野は、産業用鋳
物・素材が減収となりましたが、ダクタイル鉄管が大幅に伸張
し、部門全体では増収となりました。環境エンジニアリング分野
は減収となりましたが、生活関連分野は売上を増加させました。
当期の海外売上高比率は前期と同率の５０.４％となりました。
　営業利益は、前期より減少して１,０２８億円となりました。営業
利益の減少に加え、為替差損や有価証券評価損の発生などに
より、当期の純利益は前期より減少して４８１億円となりました。
　

クボタグループのプロフィール（2009年4月1日現在）

久宝寺事業センター
（大阪府八尾市）

東北支社（仙台市）
名取出張所（宮城県名取市）

株式会社クボタクレジット
クボタシーアイ株式会社
株式会社クボタ工建
クボタ松下電工外装株式会社（大阪市）

機械東日本事務所（さいたま市）
宇都宮工場（宇都宮市）
筑波工場（茨城県つくばみらい市）
竜ヶ崎工場（茨城県龍ヶ崎市）
京葉工場（千葉県船橋市・市川市）
東京本社（東京都中央区）
クボタ環境サービス株式会社
クボタ空調株式会社（東京都台東区）
横浜支店（横浜市）

鳥取出張所
（鳥取市）

中国支社
（広島市）

滋賀工場
（滋賀県湖南市）

枚方製造所
（大阪府枚方市）

九州支社
（福岡市）

北海道支社
（札幌市）

日本プラスチック工業株式会社（愛知県小牧市）
中部支社（名古屋市）本社

恩加島事業センター
（大阪市） 
本社阪神事務所
機械西日本事務所
阪神工場
（兵庫県尼崎市）

堺製造所
堺臨海工場
（大阪府堺市）
クボタ機械サービス株式会社
（大阪府堺市）

和歌山営業所
（和歌山県）

沖縄営業所
（那覇市）

熊本営業所
（熊本市）

南九州営業所
（鹿児島市）

山口出張所
（山口県周南市）

四国支社
（高松市）

● 国内事業所  ● 国内の主な関係会社

● 海外事業所  ● 海外の主な関係会社

クボタ国内農機販売会社
クボタ建機ジャパン
クボタアグリ（東日本、西日本）

29社

株式会社クボタの概要

クボタグループの国内事業所╱国内の主な関係会社

クボタグループの海外事業所╱海外の主な関係会社2008年度クボタグループ業績報告

10,657
11,275 11,546

11,075

（※印は2009年3月31日現在）

7,544

2,079

744
708
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Kubota（U.K.）Lｔｄ.
（トラクタ、建機、エンジン、汎用機械の販売）

Kubota Membrane Europe Ltd.
（ヨーロッパにおける液中膜の販売）

Kubota Europe S.A.S.
（トラクタ、建機、エンジン、汎用機械の販売）

Kubota（Deutschland）GmbH
（トラクタ、エンジン、汎用機械の販売）

Kubota Baumaschinen GmbH
（建機の製造販売）

Kubota España S.A.
（トラクタ、汎用機械の販売）

Tata Metaliks Kubota Pipes Ltd.
（ダクタイル鉄管、異形管、付属品の製造販売）

Kubota Agricultural Machinery India Pvt.Ltd.
（トラクタ、コンバイン、田植機、インプルメント等の販売）

韓国クボタ株式会社
  トラクタ、コンバイン、
  田植機、建機の販売（ ）

ドバイ営業所

北京オフィス

Sime Kubota Sdn. Bhd.
（耕うん機、エンジン、トラクタの販売）

P.T.Metec Semarang
（自動販売機および同部品の委託製造）

P.T.Kubota lndonesia
  小型ディーゼルエンジンの製造販売、
  乗用耕うん機の販売（ ）

マレーシア営業所

シンガポール営業所

Kubota Tractor Australia Pty Ltd.
（トラクタ、建機、エンジン、汎用機械の販売）

Kubota Vietnam Co.,Ltd.
（トラクタ、コンバイン及びそのインプルメント等の製造･販売）

Kubota Agro-lndustrial Machinery Philippines,Inc.
（エンジン、トラクタ、耕うん機、ポンプ等の販売）

Siam Kubota Tractor Co., Ltd.
（トラクタおよびインプルメントの製造）

The Siam Kubota lndustry Co., Ltd.
  小型ディーゼルエンジン、耕うん機の製造販売
  およびトラクタ等農業機械、建機の販売（ ）

新台湾農業機械股份有限公司
  トラクタ、作業機、汎用機械、建機、
  農業関連商品の販売（ ）

久保田建機（上海）有限公司
（建機の販売）

久保田発動機（上海）有限公司
（エンジンの販売・アフターサービス）

江蘇標新久保田工業有限公司
（鋳鋼製品の製造販売）

久保田農業機械（蘇州）有限公司
  コンバイン等農業機械およびその部品の
  製造・販売、サービス、研究開発（ ）

Kubota Manufacturing of America Corporation
（トラクタ用インプルメントおよび汎用・小型トラクタの開発・製造）

Kubota Industrial Equipment Corporation
（トラクタ用インプルメントの製造および装着とトラクタ等の組立て）

Kubota Tractor Corporation
（トラクタ、建機、汎用機械の販売）

Kubota Membrane U.S.A. Corporation
（北米における液中膜の販売）

Kubota Canada Ltd.
（トラクタ、建機、エンジン、汎用機械の販売）

Kubota Metal Corporation
（鋳鋼製品の製造販売）

Kubota Engine America Corporation
（エンジン、発電機、部品の販売）

Kubota Credit Corporation U.S.A.
（販売商品の小売金融）



岡野 晃久
トラクタ技術部 担当課長

事業分野別状況   機械関連分野

経済性報告
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　　　　「第62回 機械グループディーラーミーティング」が1月
　　　15～16日にかけて国立京都国際会館で開催され、国
内農機・建機ディーラーや展示見学者など約4,700名が出席
しました。
　1日目の会議では本年度のスローガン「チャレンジ！ 元氣農業 
チェンジ！ 経営革新」を発表するとともに、｢日本農業の活性化
に貢献｣「人・作物・環境に優しい商品群」に取り組むクボタグ
ループの姿勢をＰＲし、厳しい市場環境が続く中での総力結集
を呼びかけました。
　2日目の展示会場では「熱血ブランド商品」１４２点を出展。会
場中央のメインステージでは大スクリーンを用いて、コンバイン
の新製品「エアロスターダイナマックス」をはじめとしたトラクタ・
コンバイン・田植機などが紹介されました。

　　　　9月14日～20日米国ＫＴＣ社（KUBOTA TRACTOR 
　　　CORPORATION）が、ノースカロライナ州シャーロット
にて、全米からディーラー約2,000人が出席し、ディーラーミー
ティングを開催しました。
　本年は、13機種33型式を発表し、厳しい市場環境ではあり
ますが目標を上回る多くの成約をいただきました。

　　　　タイのＳＫＩ社（サイアムクボタインダストリー）は、3月
　　　28日にタイのトラクタ新工場ＳＫＴ（サイアムクボタトラ
クタ）を会場にして、ディーラーミーティングを開催しました。今
回のディーラーミーティングでは、タイで初めて本格的に生産さ
れたＳＫＴ製のトラクタに加え、ローダー、建機などの新製品を、
実演デモを交えて盛大に発表しました。

誰もが“楽”に使え
お買い“得”価格で
“安心”して作業できる
「楽・得・安心」なトラクタです。

兼業農家ではご主人をはじめ、奥さまや娘さんも、ご家族みん
なが手伝われているのが実際です。そうしたお客様に一番喜
ばれるのは、誰でも使いやすいということ。ハイスペックではなく
とも価格を安く抑えて、お客様が使ううえで十分な商品。それが
このシリーズです。兼業農家の皆さんにより良い商品を提供し
て、農業を続けてほしい。使っていただいて、喜びの声を聞きた
いですね。

これまで日本の農業を支えてきた兼業農家の高齢化が進み、小規模農家に活気が失
われつつあります。クボタは「やさしさと力強さ」をコンセプトに、トラクタ「キングアイマック
ス シリーズ」を発売。ご高齢の方にも使いやすいトラクタで個人農家を応援します。

クリーンなエンジン排気で、ハウス内でも快適に
作業できます

住宅地の横に田んぼがある環境に配慮して、
静かな作業を可能にしました

CDとエアコンを標準装備、高い背もたれなど、
数々の快適装備も充実しています

特殊自動車2次排ガス規制に対応した
低燃費でクリーンな新エンジンを搭載。

都市化が進む地域でも安心して使え、
運転する人にも優しい静音設計。

どなたにも快適に、安心して作業が
できるよう設計された本格キャビン。

環境にやさしいクリーンエンジンを搭載し
ご高齢の方にも楽な農作業をサポートする
トラクタ「キングアイマックス シリーズ」を発売

ハイライト

より人にやさしく、セキュリティにも配慮して
小型建設機械（1.5トンクラスミニバックホー）をモデルチェンジ

　クラス最高水準の作業性能を持つ後方小旋回型ミニバッ
クホー「U-15-3S」の走行振動を低減し、盗難防止装置を標
準装備するなどモデルチェンジして「ゼフシリーズU-17」を発
売しました。

大規模農業の経営効率化に貢献する
大型コンバイン「エアロスターダイナマックス」を発売

　コンバイン「エアロスタープロ」をフルモデルチェンジし、「エア
ロスターダイナマックス」（４条刈、２型式）を2009年2月に発
売しました。
　「エアロスターダイナマックス」は、

①経営規模・作業規模の拡大を可能にするクラス最速の刈取
　速度
②大規模ほ場での長時間作業でも疲れない高い操作性と快
　適な居住性
③各部が大胆にオープンすることによる、かつてないメンテナン
　ス性能

等を備え、作業時間の短縮と効率アップによって作業全体のコス
トパフォーマンスの向上に貢献するコンバインとして開発しました。 エアロスター ダイナマックス ER467

より快適に、より安心に使える
家庭菜園用ミニ耕うん機「ニューミディＴＭＡ３５０」を発売

　家庭菜園用の車軸型ミニ耕うん機「ミディ菜ning（サイニン
グ）」をモデルチェンジし、「ニューミディ」として発売しました。
「“楽に”“安心して”使える機械に」というコンセプトのもと、改
良を重ね新設計としました。「楽ラク耕うんロータ」と「簡単うね
立てマット」により、推進力に優れ安定した耕うんと足もとスッキ
リで手軽なうね立てなど、誰にでも簡単にお使いいただけます。

会場全景

コンバイン「エアロスターダイナマックス」
の紹介

ディーラーミーティングの模様 実演･デモの模様 ディーラーミーティング出席者の皆さん

ゼフシリーズ U-17

ニューミディ TMA350

VOICE

機械ディーラーミーティングを開催

KT255
（クローラ・キャビン仕様）

●農業機械
　 （農業関連商品を含む）

●エンジン
●建設機械 など

商品構成
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エチレンは、熱分解炉に設置されたクラッキングコイ
ル内に原料を通し、瞬時に850℃の高温に加熱し
製造されます。しかし原料の一部が過剰に加熱され、
すす状の炭素に変質しコイルの内面に付着、生産
性を低下させることが大きな課題となっていました。

プラスチック製品をはじめ、石油化学工業の重要な基礎原料であるエチレンは、今や私たち
の暮らしに欠かすことのできない化合物です。このエチレン製造の心臓部とも呼べるクラッ
キングコイルの分野で、クボタは生産性を格段に向上させる画期的な製品を開発しました。

KB301A6P3BHP-W
ヒートポンプ（冷媒R134a）搭載

クラッキングコイルの大きな課題

当社は1997年、単純なパイプ形状であった
クラッキングコイルの内面にらせん状のフィン
を施工した画期的製品「MERT」を発売。炭
素の付着が起きにくく、しかも生産効率を格段
に高めることに成功したのです。

業界に衝撃を与えた製品「MERT」

暮らしを支える石油化学プラントで
待ち望まれていた新製品「X-MERT※1」が誕生
生産性の向上と環境負荷の低減に期待

ハイライト

ベトナムの水資源環境に貢献する
排水処理施設用液中膜が稼動開始

　日系企業が集まるベトナムの「タンロン工業団地」に納入した液中膜が、2008年11月
より工業団地内の生活排水の処理に貢献しています。ベトナムでは排水規制が強化さ
れ、高度な処理を省スペースで実現できる、MBR（膜分離活性汚泥法）と呼ばれる膜を利
用した排水処理の需要が増加しています。世界的にも中東やアジアでは、水不足解消の
ための水資源リサイクルや、経済発展に即した新規インフラの整備が急務となっており、
今後ますます液中膜の活躍が期待されています。

事業分野別状況   生活関連分野
より高度な処理機能と省エネ性能を兼ね備えた
小型浄化槽「KJ型」を発売

　従来型より環境に優しい高度処理機能（有機物に加え、全窒素や浮遊物の除去も実
現）をプラスしたほか、施工時のリスク低減や業界トップクラスの「浅型設計」を実現しまし
た。また省エネブロワを採用し、消費電力を従来型から約30％削減するなど、総合的にバ
ランスの優れた製品として発売しました。

従来機比マイナス42％の飛躍的省エネを達成した
ヒートポンプ方式超省エネ飲料自動販売機を発売

　電気代が4割も節約できる超省エネ飲料自動販売機を2008年5月に発売しました。飲
料自動販売機は、省エネ法により、2012年に消費電力量36％削減（2005年基準）という
厳しい目標を設定されています。これまで、私たちは断熱材の改良や省エネ運転モードの組
み込みなど地道な改善努力を積み重ね、省電力化に取り組んでまいりました。今回、大気中
の熱を利用して商品を効率よく温めることができる『ヒートポンプ』を新たに採用することによ
り、従来機比マイナス42％（JIS測定基準）の飛躍的な省エネを達成することができました。
　私たちはこれからも『より快適でより使いやすく地球環境にやさしいクボタ自動販売機』を
提供してまいります。

クウェート市民の生活環境を支える汚水処理に
当社の“超”高揚程ポンプが採用

　2008年7月に、クウェート市西部・ジャハラ地区の汚水を汚水処理場まで圧力送水する
揚程120メートルという“超”高揚程のポンプを受注しました。世界でも数社しか対応できな
いと言われる非常に高性能なポンプですが、通過径の大きさと効率の面でライバルに勝る
とのキメ手で採用されました。強力なポンプで、使用台数も当初想定より少なくて済むため、
建設費・維持費の面でも顧客に喜ばれています。

インドの上水道普及に貢献する
現地鉄管製造工場がカラプールに竣工

　2007年10月、インドの主要財閥、タタ・グループの一社、タタ・メタリクス社と日本の鉄鋼
商社メタルワン社との間で合弁会社（タタメタリクス クボタパイプス リミテッド）を設立し、イン
ドのカラプールに建設を進めていましたインド・鉄管製造工場が、2009年3月7日に竣工式
を迎え、クボタ側から幡掛会長、益本社長が出席しました。この工場では、80ｍｍ～800ｍｍ
の直管を、当初は11万トン／年生産する予定で、インドの上水道普及に貢献していきます。

エックス マート

らせん状のフィンの撹拌効果により
炭素の付着を起きにくくしたMERT

しかしMERTには、らせん状のフィンが原料
の流れを悪くするという課題がありました。そ
こで長年の研究を経て2008年、ついにその
課題を解決した新製品「X-MERT」が誕生。
世界中から大きな期待が寄せられています。

長年の課題をついに克服した新製品誕生

フィンにスリットを入れ
らせん間隔を狭めた新製品X-MERT

※1 「MERT」とはMixing Element Radiant Tubeの略称です。

※2 クラッキングチューブを数本から数十本、つないだものがクラッキングコイルです。

試験運転の様子

竣工式に出席した幡掛会長（右から3人目）と
益本社長（同2人目） 稼動中の排水処理施設

液中膜ユニット EK400
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地震国日本で培った技術を世界のライフラインに活かす
水の長距離輸送に適した鉄管の離脱防止継手を開発

　雨水に恵まれない国・地域では、水源から大量の水を長距離輸送する管路が求められ
ますが、このような管路の屈曲部には、巨大な抜け出し力がかかります。そこでクボタは、離
脱防止継手を開発。地震国日本で培った離脱防止技術を、水の長距離輸送という新たな
場面で活かし途上国や新興国の水のライフライン確立に貢献しています。

本製品はUAEで、口径1,600mmの
鉄管（写真）による総延長47kmもの
大規模パイプラインに採用されました。

小型浄化槽
「KJ型」

三宅 正樹
鋳鋼事業部 材料研究部 プロセス開発グループ

生産量アップとともに
連続操業日数も増加し、
CO2排出量の低減など
環境面でも貢献する製品です。

MERTはエチレンプラントの生産効率を上げるばかりでは
なく、CO2排出量の低減にも貢献します。そうした性能が
高く評価されて、当社の製品シェアは急激にアップしまし
た。現在は世界第2位です。X-MERTは、フィンにスリット
を入れたSlit-MERTという製品を改良したもの。流れがよ
りスムースになり収率も伸びますので、ますます多くのプラ
ントで導入していただけると思います。

VOICE

クラッキングチューブ※2（内径40mm～170mm）

850℃

管外表面温度1000～1100℃

600℃

エチレン・プロピレンナフサ・エタン
CnH2n＋2→C2H4

熱分解炉の主要設備クラッキングコイル

●パイプシステム

●産業用鋳物・素材

商品構成

ダクタイル鉄管・スパ
イラル鋼管・合成管・
バルブ他

●各種環境プラント
●ポンプ など

商品構成

●自動販売機
●電装機器
●空調機器
●浄化槽
●工事 など

商品構成
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お客様との
コミュニケーション

クボタブランドの
価値向上と
製品安全の強化

人事制度と
教育・研修の充実

安全・健康対策

人権啓発活動の
推進

地域社会との
共生活動の推進

国際社会への
貢献と交流

社会・文化支援
活動の充実

法令遵守活動・
コンプライアンス
の推進

環境保全活動の
推進

IR活動と
企業情報の発信

安全で
活気に満ちた
職場づくり

国際社会・
地域社会との共生

●お客様満足向上のための施策の推
進と情報管理面の一層の強化

●サービスコール対応支援システムを国内農機グループディーラー
　全社に導入
●国内農機事業の事前点検整備活動のレベルアップ

●社会・文化貢献活動の全社展開の推進

●コーポレートコミュニケーション体制の整備

●環境報告に掲載

●海外関係会社を含め、人権啓発活動の浸透を図る。

●グローバル化に対応する品質管理体制の強化を図る。
●安全に関する法令遵守を徹底する。
●製品安全チェックリストを充実させる。
●サプライチェーンでＣＳＲをさらに浸透させる。

●海外グループ企業の品質監査対象の拡大と、実地監査の実施
●品質管理教育、製品安全教育の継続実施

●ダイバーシティ・マネジメントの推進により、女性社員がその能力
　を十分に発揮できる体制を構築し、創造性の高い組織を形成す
　ることによって、企業価値を高める。

●官需・民需・購買・海外各部門における独占禁止法遵守基本態勢
　を、構築・整備する。

●各事業本部に輸出入分散管理体制を確立する。
●海外関係会社において安全保障貿易管理体制や社内規程を
　整備し、管理業務をルーティーン化させる。

●グローバル化に対応した知的財産リスク管理を推進する。

●国内外を問わず、グループとして一貫性のある情報セキュリティ対策を推進する。

●地域社会の実情に即した活動の推進

●ダイバーシティ・マネジメントの推進
　  推進組織の立ち上げ
　  ダイバーシティ研修の開催
　  女性人材交流の促進

●海外関係会社の社会・文化貢献活動の推進支援

●厳しい事業環境に対応した適切な情報発信の実施
●新社長のビジョン、経営方針等の説明を軸としたIR活動の推進
●出席しやすい、わかりやすい株主総会の実施

●食料・水・環境の分野を中心とした社会貢献活動を推進する。
●海外における地域貢献活動の活発化を図る。

●ステークホルダーダイアログなどにより、課題を抽出する。

●適切な情報発信を行うことで、安定株主層の拡大を目指す。

●人権啓発活動のグループ全体への浸透の強化

●重点を絞った災害撲滅活動の推進
●国内関係会社の安全衛生管理水準の向上　　　　　　　
●国内農機・建機販社に対するリスク管理体制の構築
●海外関係会社に対するリスク管理体制の構築

●国内農機グループのサービスコール対応態勢の確立を目指す。
●お客様ニーズに応える点検整備対応をより充実させる。

●リスク管理に係わるPDCAサイクルを強化することにより、
　安全職場を構築する。  

●官需関連部門への独占禁止法遵守対応（監査等）の継続実施
●民需関連部門、販売会社における遵守態勢の整備（不公正取引等）
●海外競争法への対応態勢の構築

●海外関係会社の実地調査および指導
●クボタ本体・国内関係会社へのきめ細かい教育・指導

●海外情報セキュリティ体制の強化

●グループ会社の知的財産リスク管理力の一層の強化

●国内外関係会社を含めた、品質監査
の継続実施
●Ｑ（品質）．Ｃ（コスト）．Ｄ（納期）に加えＣ
ＳＲを考慮した調達先選定の推進

●人権啓発活動のグループ全体への浸
透の強化

●地域社会とのコミュニケーションの強化

●海外関係会社の社会文化貢献活動
の情報ネットワークの整備

●社会・文化貢献活動の方向性の検討

●環境報告に掲載

●独占禁止法遵守の事業活動への織
り込み・定着

●国内外の関係会社も含めた、輸出入管理
のコンプライアンスの向上

●海外情報セキュリティ対策の体制整備

●他社知的財産権侵害未然防止のた
めの調査活動の継続実施

●適切な情報開示の実施

●ステークホルダーとのコミュニケーショ
ンの拡充

●安全衛生監査の実施と安全衛生管
理のレベルアップ（前年度評価からの
向上）

●次世代育成支援対策推進法に基づく
行動計画の推進（短時間勤務、看護
休暇取得など）
●総労働時間短縮への対策（労使によ
る取り組みの継続）
●モノづくり技能、グローバル人材育成
など教育研修の充実化

●機械ディーラーミーティングの開催　

●製品展示会の開催
●販売技術・サービス技術コンテストを開催

●品質保証体制の強化と全事業部および国内外グループ企業の品質監査の実施
●小集団活動による品質向上活動の活発化

●環境保全へ配慮した購買取引の推進

●協力会社への支援活動を推進

●モノづくりを支える技能のさらなる底上げ

●ダイバーシティ・マネジメントの推進
●次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画の推進

●長時間勤務削減への対策（労使による取り組みの継続）

●障がい者雇用の促進

●第8次長期労働災害減少計画について

●安全衛生監査の実施　

●メンタルヘルスケアの取り組み

●清掃活動など地域とのコミュニケーションの推進
●クボタｅプロジェクト活動（クボタｅデー、クボタ元氣農業体験教室、農産物の地域ブランド・産直品ＰＲ）

●「毎日国際交流賞」に協賛　

●海外からの研修生などの受け入れ

●独占禁止法遵守活動の推進

●建設業法遵守活動の推進

●輸出入管理監査および総合研修の実施

●ステークホルダーダイアログの実施

●人権啓発活動の推進（人権研修の実施、人権標語募集行事への参加）

●人権相談窓口での対応

●災害への復旧支援（岩手・宮城内陸地震への対応）　●ラグビーを通じた地域社会貢献

●「クボタ地球小屋（TERRA-KOYA）」に協賛

●「クボタ・ヒューテック・セミナー」に協賛

●グループITマネージャー体制の強化（情報セキュリティ体制図）

●他社知的財産権侵害未然防止活動の実施

●石綿問題への対応についての情報開示

●開かれた株主総会
●株主・投資家の皆様への活動

●災害への復旧支援（四川省大地震への支援等）

●グローバル人材の育成

主な活動テーマ 2008年度の重点課題 2008年度の活動内容（実績） 自己評価
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重要テーマ

行動憲章

法令遵守と
倫理に基づいた
企業活動

経営の透明性の
向上と説明責任の
履行

お客様の満足

人権の尊重

地球環境・
地域環境の保全

Plan CheckDo Action Plan

Check

Plan

Action Do

計画

行動

検証

見直し
PDCAサイクル
による活動の推進

石綿問題への対応
当社は旧神崎工場周辺住民の方々や従業員に石
綿疾病患者が発生している事実を真摯に受け止
め、長年にわたり石綿含有製品を製造してきた企
業として社会的責任を果たしていく観点から、引き
続き誠意をもってこの問題に取り組んでいます。

「旧神崎工場周辺の石綿疾病患者並びにこ家族の皆様に
対する救済金支払い規程」に基づき、2009年3月31日まで
に178名の方々へ救済金をお支払いいたしました。
当社従業員（退職者を含む）の石綿疾病患者の状況
2009年3月31日までの累計は162名（死亡141名、療養
中21名）です。
兵庫医科大学および大阪府立成人病センターの研究プロ
ジェクトに対し、臨床・基礎研究の助成を行いました。

http://www.kubota.co.jp/kanren/index.htmlこれまでの石綿問題の対応については、当社ホームページに掲載しております。
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販売技術・サービス技術コンテストを
開催
　クボタとクボタ機械サービス㈱では、お客様
に満足いただけるセールス・サービス技術の向
上を目指して、「販売技術・サービス技術コンテ
スト」を開催しています。お客様の安心と信頼を
得られるよう、グループ全体で販売・サービス技
術のレベルアップに取り組んでいます。

品質保証体制の強化と全事業部および
国内外グループ企業の品質監査の実施
　クボタは、パイプ、農業機械などの事業領
域の異なるさまざまなお客様のご要望に対応
するため、事業本部・事業部ごとに独自の品
質保証体制を構築し、品質維持と製品安全
に取り組んでいます。お客様の生活を土台か
ら支えお客様の目に触れる機会のない製品で
も、お客様に直接使っていただく製品でも、
けっして手を抜くことなく安全で優れた製品を
お届けするため、それぞれの立場で品質のつく
り込みに取り組んでいます。
　その体制を確実なものとするため、従来の
ＩＳＯ監査に加え、国内外グループ会社も含め
て各事業部門の品質監査を実施しました。

小集団活動による品質向上活動の
活発化
　各事業所で選抜された優秀事例を、2009
年2月3日に本社において発表審査会を開催
し2008年度功績者表彰案件の選出を行い
ました。
　昨年、金賞を受賞した「堺製造所本機製造
部　ＡＷ‐Ｂサークル」は、ＩＴＣ２００８（2008
年７月１６日横浜にて開催）で発表し、特別賞
を受賞しました。

環境保全へ配慮した購買取引の推進
　クボタグループは、行動憲章で「地球環境・
地域環境に配慮した企業活動を行うこと」を
定め、購買取引においても環境への配慮を実
践しています。従来より、2001年に制定した
「グリーン調達ガイドライン」に沿って環境に配
慮した調達活動を推進してきましたが、2008
年度は、機械事業本部において環境負荷物
質の削減に向けた取り組みを開始しました。
環境配慮への社会的責任を果たすことを狙
いとして、六価クロムや鉛など６物質の削減計
画を定め、お取引先とともに環境負荷の少な
い製品づくりへの取り組みを進めてまいりま
す。また、「ＲＥＡＣＨ規則」（製品に含まれる化
学物質管理）対応にも取り組んでおります。

協力会社への支援活動を推進
　クボタグループは、協力会社と一体となった
生産改善活動に取り組んでいます。2008年
度は建設機械事業部において、協力会社と
ともに生産性向上・コストダウン活動を推進
するため「ものづくり支援グループ」を設置しま
した。クボタ従業員が指導員となり、生産現場
での作業工程見直しの指導や講習会の開
催などにより、協力会社の体質強化を図って
いきます。

主な活動テーマ 活動内容 自己評価 次年度の重点課題

お客様との
コミュニケーション

クボタブランドの
価値向上と
製品安全の強化

●機械ディーラーミーティングの開催 
●製品展示会の開催 
●販売技術・サービス技術コンテストを開催

●品質保証体制の強化と全事業部および国内外グループ企業の品質監査の実施
●小集団活動による品質向上活動の活発化　●環境保全へ配慮した購買取引の推進
●協力会社への支援活動を推進

お客様の満足
クボタグループは、製品安全の確保に努めるとともに、お客様のニーズに適合した
製品・技術・サービスを提供し、お客様の満足と信頼を追求します。

行動憲章
1.

お客様とのコミュニケーション

社会性報告社会性報告
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●サービスコール対応支援システムを
　国内農機グループディーラー全社に導入
●国内農機事業の事前点検整備活動の
　レベルアップ

●海外グループ企業の品質監査対象の
　拡大と、実地監査の実施
●品質管理教育、製品安全教育の
　継続実施

　より魅力的でお役に立つ製品を紹介する
ために、クボタグループは製品展示会を積極
的に開催し、お客様とのコミュニケーションの
充実に努めています。　　　　

製品展示会の開催

お客様満足向上に向けた
お客様視点に立ったディーラー研修の充実。

私は、北海道で農業機械の研修・品質保証・サービス事業強化・商品
開発を担当しています。私共の製品はディーラーを通して農家のお客様
にご購入いただいています。特に力を入れているのは、ディーラーに対し
て、お客様の営農に貢献する提案力向上を図る営業研修と、お客様が
製品を安心してご使用いただけるようサービス力向上を図る技術研修
です。これからもよりお客様視点に立って研修内容を充実させ、お客様
に「やっぱりクボタ！」と言っていただけるよう頑張っていきます。

Voice.oice.実 践

お
客
様
の
満
足

社
会
性
報
告

取引先への
説明会を実施

「名古屋水道展」に
出展　
（2008年10月・
ポートメッセなごや）

「下水道展‘08横浜」
に出展　
（2008年7月・
パシフィコ横浜）

「国際計量計測展」
に出展
（2008年4月・
東京ビッグサイト）

グリーン調達ガイドライン
http://www.kubota.co.jp/
kubota-ep/main/procure.html

ISO9001認証取得状況
http://www.kubota.co.jp/
siryou/csr/index.html

※農業機械の展示会「ディーラーミーティング」はＰ19をご覧下さい。

久保　守
クボタ機械サービス㈱

2008年 4月 第23回国際計量
計測展（東京ビッグサイト）

■製品展示会開催実績

2008年 4月 SMOPYC（建設機械
見本市）（スペイン・サラゴサ市）

2008年 4月 中国国際環境保護・
給排水水処理展覧会（中国・上海市）

2008年 6月 米国水道協会展示会
（米国・アトランタ市）

2008年 6～10月 2008NEW環境
展（東京ビッグサイトほか２会場）

2008年 7月 下水道展’08横浜
（パシフィコ横浜）

2008年10月 フードテック2008
（インテックス大阪）

2008年10月　名古屋水道展
（ポートメッセなごや）

小集団活動の全社発表審査会
ディーラーへの研修で新製品の
特長をセールススタッフに説明し
ました。

協力会社での
改善指導を実施

側面ガラスに銘板を貼付したた
め、道路運送車両の保安基準
に適合していなかった。対策とし
て、全車両の当該銘板を剥が
し、保安基準に適合する位置に
貼り直します。

http://www.kubota.co.jp/
kubotainfo/index21.html

リコール等の重要なお知らせは、
当社ホームページをご覧下さい。

リコール情報の開示
2008年10月16日 
パワクロトラクタの保守管理
ラベル 貼り付け位置不具合

クボタブランドの価値向上と製品安全の強化



研修風景

主な活動テーマ 活動内容 自己評価 次年度の重点課題

人事制度と
教育・研修の充実

●ダイバーシティ・マネジメントの推進
●次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画の推進
●長時間勤務削減への対策（労使による取り組みの継続）
●グローバル人材の育成
●モノづくりを支える技能のさらなる底上げ 
●障がい者雇用の促進

●ダイバーシティ・マネジメントの推進
　  推進組織の立ち上げ
　  ダイバーシティ研修の開催
　  女性人材交流の促進

次世代育成支援対策推進法に基づく
行動計画の推進
　次代の社会を担う子どもが健やかに生ま
れ、かつ、育成される社会の形成に資すると
いう次世代育成支援対策推進法の目的に則
り、従業員が仕事と子育てを両立し、安心して
働くことのできる就労環境・各種労働条件の
整備に努めています。
　2009年度には、新たな一般事業主行動
計画を策定し、さらなる推進を図っていきます。
　2007～2008年の
行動計画に対し、認定
マーク（愛称：くるみん）
を取得しました。

みんなが安心して仕事に専念できる
働きやすい職場づくりを支えていきます。

私はクボタワークス㈱の業務部で経理･給与･庶務を担当しています。社
内には様々な障がいをもつ従業員がいます。そして障がいに応じて清掃
や印刷業務など様々な仕事をしています。私はみんなが安心して働けるよ
うに、また現場の仕事に専念できるように、しっかりと事務をすることを心
がけています。また、業務部のスタッフとして働きやすい職場になるように
みんなの相談役になれたらと思っています。弊社のお客様の大半はクボ
タグループの従業員の方々なので、お客様により良いサービスを提供す
るために、弊社従業員の支えとなれるよう陰ながら頑張りたいと思います。

モノづくりを支える技能のさらなる底上げ
   「強いモノづくり」を支える技能の向上と伝
承に努めており、新入社員（テクニカル職）に
対しては、１年間の「研修生生活」のなかで、
モノづくりに必要な基礎技能の習得に加え、
業務関連知識の習得などを通じて、幅広く人
間性を養う教育を行っています。2007年と
2009年に、研修所を新築し、機能強化を図
りました。

長時間勤務削減への対策
（労使による取り組みの継続）
  ワーク・ライフ・バランス（従業員が仕事と家
庭を両立し充実した生活を送れるよう）や健康
障害防止の観点から、フレックスタイム制や裁
量労働制など弾力的な働き方の制度を導入
しています。また、健康管理休暇の設定や年
次有給休暇の取得促進などを推進し、労使
委員会で定期的な状況確認を行っています。

グローバル人材の育成
  事業のグローバル展開と歩調を合わせて、グ
ローバルに活躍できる人材を育成するため、
海外での業務を経験させる各種トレーニー制
度に加え、異文化理解対応研修や新入社員
（クリエイト職）に対しての1カ月間におよぶ米
国での語学研修を実施し、人材の育成に取り
組んでいます。

クボタワークス㈱の農作業

VVoice.oice.

［女性比率］

［2009年度からの次世代育成支援
  一般事業主行動計画（概要）］

［子育て支援に関する取り組み］

妻の出産時の
休暇制度

育児休暇制度

育児関連費用の補助

安全で活気に満ちた職場づくり
クボタグループは、安全で健康的な職場環境の維持、向上に努めます。
また、従業員の多様性・創造性を尊重し、活気に満ちた職場づくりを進めます。

行動憲章
4.

実 践

人事制度と教育・研修の充実

社会性報告社会性報告
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　「経済・社会の永続的な発展と、時代の要
請に応じた企業変革の担い手は、常に“人（従
業員）”であり、かけがえのない財産である」
―クボタは、この理念をベースに、公正で透
明な人事制度を制定・運営し、挑戦と創造を
重視した活気のみなぎる企業風土の醸成に
努めています。採用活動においても、「社員行
動基準」に定める「国籍、年齢、性別、その他
理由の如何を問わず差別や人権侵害を行わ
ない」ことを徹底しています。

人事に関する基本方針について～
「公正・透明」「挑戦・創造」

　労働基準法や男女雇用機会均等法の精
神のもと、性差のない公平な人事施策を行っ
ています。特に少子高齢化の進展による将来
の労働力減少時代の到来を想定して、女性社
員がその能力を十分に発揮できる体制を構築
していきます。

ダイバーシティ・マネジメントの推進
堺研修所

枚方技能研修センター

海外語学研修

クボタワークス㈱の活動に対して、
大阪府・大阪市の連名で贈られた
感謝状

職業訓練（公園の清掃活動）

（2009年4月1日現在）

出産当日を含む1カ月以内に連続または分割して3日間 

育児のための
短時間勤務制度

子が小学校就学始期まで、始業の繰下げ、就業の繰上げの
いずれかまたは両方からの短縮とし、30分単位で最大2時間
短縮できる。１カ月単位で回数制限無し。

子の看護による休暇の
積立年休取得制度

小学校就学始期までの子を養育する者が子の看護をする場
合、6日／年の積立年休（有給）の先取り取得を認める。

原則、子が1歳（１歳半）に到達する前日までの期間

計画期間 2009年4月1日～2011年3月31日（2年間）

計画内容

①法基準を上回る育児休暇期間の制定
②子どもを養育する為の短時間勤務に
ついて、法を上回る期間の制定

③年次有給休暇の取得促進の為の措
置の実施

フィットプラン（クボタ版カフェテリアプラン）にて、中学生以下
の子の育児･教育に関する費用の補助

男性 91.5％
（8,818名）

合計
9,632名

女性 8.5％
（814名）

安
全
で
活
気
に
満
ち
た
職
場
づ
く
り

社
会
性
報
告

障がい者の就業体験を通じた
職業能力開発を実施
クボタワークス㈱では、社会適応
訓練や職場適応訓練を通じて障
がい者の就労支援にも協力して
います。2008年度は延べ33名
に職業体験・社会適応訓練を実
施しました。

人材の多様性（性別、年齢、国籍
等）を企業の競争力向上の原動力
とし、創造性の高い組織を形成す
る（結果として企業価値を高める）
ことを目的として人材管理を行うこ
とです。

急速な少子化の進行等を踏まえ、次
世代の社会を担う子どもが健やかに
生まれ、かつ育成される環境の整備
を図るため2005年（平成17年）に
施行された法律（時限立法）で、企
業においても従業員数に応じ、仕事
と子育ての両面を支援するための一
般事業主行動計画を策定し、厚生
労働大臣にその旨を届け出ることが
義務付けられています。

久保添　優子
クボタワークス㈱

障がい者雇用の促進
  当社では、「障がいを持つ人も社会で働く権
利があり、企業は働く場を創造・提供する義務
がある」との考えのもと、特例子会社クボタワー
クス㈱（2003年設立）を中心に障がい者雇用
の促進に取り組んでいます。今後も障がいを持
つ仲間の働きやすさを追求し、さらに多くの仲
間と働けるように一歩一歩努めていきます。

（％）
［障がい者雇用率］
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詳しくは、「クボタワークス㈱」ホームページをご覧下さい。

http://www.kubota-works.com/

ダイバーシティ・マネジメントとは

次世代育成支援対策推進法とは

2.26

障がい者の雇用に特別に配慮した
会社を設立するとき、その親会社を
法定障がい者雇用率の計算や助
成金支給などの面で優遇し、障が
い者の雇用を促進する制度です。
（準拠法令：障がい者の雇用の促 
 進等に関する法律）

特例子会社制度とは

［育児休暇取得率の推移］
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安全管理

①重度の障害が残る災害ゼロ
②重点災害ゼロ

　クボタでは心の健康の維持増進の目的で
定期健康診断時に合わせて、自席のパソコン
でできる職業性ストレス簡易診断システムを
全社に導入しています。
  また『心の健康相談室』や『クボタ健康ダイ
ヤル』を開設し、メンタルヘルス不調者やその
上司の相談を受け、必要に応じて外部の医
療機関を紹介しています。

メンタルヘルスケアの取り組み

人権啓発体制
　CSR推進本部担当執行役員を委員長とする
「人権啓発推進委員会」のもとに、人権啓発部が
事務局となってクボタグループ全体の人権啓発
活動を推進しています。
　さらに、各事業所ごとに人権リーダーを任命し、
組織別に人権啓発の推進に取り組んでいます。

人権相談窓口での対応
　クボタグループにおける人権問題の発生予
防、早期発見、迅速な対応のために、ポータル
サイト「人権相談コーナー」のほか、各事業所に
人権相談窓口を設けています。相談窓口の責
任者・担当者をはじめとする組織的な活動によ
り、適切な対応に努めています。
　またセクシュアル・ハラスメントの防止につい
ては、労使双方による相談窓口「セクシュア
ル・ハラスメント相談室」や対策委員会の設
置、啓発活動などの対策を講じて、快適な職場
づくりに努めています。
　さらに、セクシュアル・ハラスメント防止に対
し、一層厳正に対処するため方針を定め、全従
業員に対しリーフレットを配布するなど、周知・
徹底を図りました。

人権啓発活動の推進
　クボタグループでは、「世界人権宣言に則
り、人権を尊重し、人権侵害を行わない」という
行動憲章に従い、役員・管理監督者・一般従
業員などの階層別人権研修のほか、事業所
別にも人権研修を実施しています。
　2008年度の役員人権研修には、当社役
員・経営幹部・関係会社社長等153名を対
象に、大阪大学大学院教授の平沢安政さん
をお招きし、「グローバルな視点から考えるこれ
からの人権社会」をテーマにご講演をいただき
ました。事業所別研修では、2008年度人権
啓発方針に則り、一人年1回以上受講できる
よう研修を実施しております。
　その他、セクシュアルハラスメント相談窓口
担当者向け研修の実施、人権リーダーには年
2回のフィールドワーク、社内テキスト「私たち
と人権問題」の作成、ポータルサイトを通じた
人権情報の提供、12月の人権週間にあわせ
た人権標語の募集と掲示、そして地域の人権
展や街頭での啓発活動などの行事にも積極
的に参加しています。
　また、クボタグループ内部統制システムによ
り、毎年人権啓発の「リスク管理方針」を規定
し、その推進、監査、報告のPDCAサイクルを
回しています（P.15参照）。海外関係会社に
ついては実態調査に基づき、改善・指導・フォ
ローしています。

■第8次長期労働災害減少
　計画目標（2008～2013）

衛生管理

③重点環境改善対象職場ゼロ
④重点疾病ゼロ

［所工場部門 安全衛生管理状況の評価］

■労働安全衛生マネジメントシステム
　（OHSAS18001） 認証取得事業所

クボタ
人権啓発推進
責任者

（各事業所）

関係会社
人権啓発担当
（総務担当
部門長）

クボタ
人権リーダー
（各事業所）

人権啓発推進委員会
委員長：CSR推進本部担当執行役員
事務局：人権啓発部

人権の尊重 クボタグループは、「世界人権宣言」に則り、人権を尊重し、人権侵害を
行いません。また、プライバシーの尊重と、個人情報の保護に努めます。

行動憲章
3.

人権啓発活動の推進
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　クボタの安全衛生管理は、中央安全衛生
管理と事業場安全衛生管理（所工場部門・
建設工事部門）に分け、1973年度からス
タートした5ヵ年ごとの『長期労働災害減少計
画』と年度ごとの安全衛生指針に基づき、目
標達成に向け、法令遵守はもとより、危険・有
害リスクの未然防止対策や快適な職場環境
に向けた計画的改善に取り組んでいます。

第８次長期労働災害減少計画について
　労働災害の未然防止並びに安全衛生管
理をより一層強化するため生産事業所及び
建設工事部門に対して、安全衛生監査を実
施し、事業所ごとに安全衛生管理状況につい
て定量的な相対評価を行っております（下
表）。事業所ごとの強みと弱みの把握を通じ、
より一層安全衛生管理レベルを向上すべく取
り組んでいます。
　また、企業の社会的責任として、安全衛生
への着実な取り組みとして、近年は海外生産
子会社を含めたグループ全体としての取り組
みが強く求められていることから、従来、国内自
社事業所を対象に実施していた安全衛生監
査を2006年度より海外生産子会社、2007
年度より国内関係会社の生産事業所・建設
工事部門を対象に実施しております。

安全衛生監査の実施

（単位：人）

※なお、その他事業所についても、リスク
アセスメントを中心とする労働安全衛生
マネジメントシステムを構築しています。

※第３管理区分職場数は、作業環境測定時の結果を示したものであり、
　その後の改善で2009年3月末時点で第３管理区分職場はない。

※当社国内生産事業所（12事業所）の平均

評価点

対象者 集合
研修

外部
研修

合計
（延人数）

クボタ
本体

合計

関係
会社

主な活動テーマ 活動内容 自己評価 次年度の重点課題

人権啓発活動の推進
●人権相談窓口での対応
●人権啓発活動の推進（人権研修の実施、人権標語募集行事への参加） 

●人権啓発活動のグループ全体への
　浸透の強化

（ 船 橋 ）

（ 市 川 ）

（武庫川）

（ 尼 崎 ）

筑 波 工 場
京 葉 工 場
京 葉 工 場
阪 神 工 場
阪 神 工 場
枚方製造所

2000年12月認証取得
2002年  2月認証取得
2002年  2月認証取得
2003年11月認証取得
2005年  4月認証取得
2007年  5月認証取得

［所工場部門の休業災害度数率の推移］

2.00

1.50

1.00

0.50

0.00
2004 2005 2006 2007 2008

当社実績

［人権研修の実績（2008年度）］

製造業平均全産業平均

2007年度評価
2008年度評価

マネジメントシステム
リスクアセスメント

作業環境測定

安全衛生指針・目標・計画
管理体制

緊急時対応

安全衛生委員会
文書管理

法規制の把握と
対応

法定届出

定期自主検査

日常点検

教育訓練健康診断・健康管理
作業環境管理・作業管理

設備・作業の安全管理

事故災害の
再発防止対策

化学物質管理

構内協力会社への
指導援助

防火管理

安全活動・改善活動

安全衛生成績

［法定作業環境測定対象職場数推移］

300

250

200

150

100

50

0
2004
年夏

2005
年夏

2006
年夏

2007
年夏

2008
年夏

第３管理区分 第2管理区分 第1管理区分

273

17

221 229

20

227

23

211

5

4

3

2

1

0

5点
2点
非常に良い
一部不良な点がある

4点 良い 3点 平均レベル

（度数率）

（年度）

主な活動テーマ 活動内容 自己評価 次年度の重点課題

安全・健康対策
●第8次長期労働災害減少計画について ●安全衛生監査の実施 
●メンタルヘルスケアの取り組み

●重点を絞った災害撲滅活動の推進 ●国内関係会社の安全
衛生管理水準の向上 ●国内農機・建機販社に対するリスク管
理体制の構築 ●海外関係会社に対するリスク管理体制の構築

安全・健康対策

安全で活気に満ちた職場づくり行動憲章
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9

2
8 3

1
12

事業者が労働者の協力の下に、「計
画ー実施ー評価ー改善」という一連
の過程を定めて、継続的な安全衛
生管理を自主的に行うことにより、事
業場の労働災害の防止を図るととも
に、労働者の健康の増進及び快適
な職場環境の形成の促進を図り、事
業場における安全衛生水準の向上
に資することを目的とした、新しい安
全衛生管理の仕組みです。

100万労働時間当たりの労働災害
による死傷者数をもって、災害発生
の頻度を表したもの。度数率1.0は、
500人規模の事業場で4日以上休
む災害に年間一人が被災する率を
示します。

人権および自由を尊重し確保するた
めに、「すべての人民とすべての国と
が達成すべき共通の基準」を宣言し
たもので、1948年12月10日の第3
回国連総会において採択されました。

「理由の如何を問わず差別や人権侵
害を行わず、強制労働や児童労働は
認めません。」（抜粋）と定めています。

世界人権宣言とは

クボタグループの行動基準では

労働安全衛生マネジメントシステム
（ＯＨＳＡＳ１８００１）とは

度数率とは

13,428 327 13,755

6,450 210 6,660

19,878 537 20,415

人権標語入選者の表彰式

事業所別研修

役員・幹部社員人権研修

人権リーダー会議

1点 できていない



ラグビー部「クボタスピアーズ」の活動
　ジャパンラグビートップリーグに所属するク
ボタラグビー部「スピアーズ」は、ラグビーを通
じた社会貢献を活動テーマのひとつの柱とし
て、本拠地の千葉県船橋市を中心に、さまざ
まな活動に取り組んでいます。

■秋の全国交通
安全運動に参加
【東京都中央区】
（2008年9月25日）

「ボランティア＆ウォーク」で
地域清掃活動を実施
　地域清掃活動「ボランティア＆ウォーク」が
5月24日に実施され、枚方製造所からも参加し
ました。枚方市内の公園や道路脇等に不法投
棄された空き缶やゴミを歩いて回収しながら、
それぞれの地区の目的地を目指すものです。
2004年には市から環境表彰を受けています。

クボタｅプロジェクト
「クボタ元氣農業体験教室」、
「農産物の地域ブランド・産直品ＰＲ」
の支援を実施
　「クボタｅプロジェクト」の一環で募集した「ク
ボタ元氣農業体験教室」では、全国19地域
の小学5年生を対象に、稲刈り・収穫物の試
食などの稲作体験をしていただき、合計で
1,514名の皆さんが参加されました。
　「農産物の地域ブランド・産直品ＰＲ～志の
ある農家への支援」では、クボタスピアーズ試
合会場での試食配布（３会場）や社員食堂で
の利用（７回）を行いました。

主な活動テーマ 活動内容 自己評価 次年度の重点課題

地域社会との
共生活動の推進

●災害への復旧支援（岩手・宮城内陸地震への対応）
●ラグビーを通じた地域社会貢献
●清掃活動など地域とのコミュニケーションの推進
●クボタｅプロジェクト活動
　（クボタｅデー、クボタ元氣農業体験教室、農産物の地域ブランド・産直品ＰＲ）

国際社会・地域社会との共生
クボタグループは、各国・各地域の文化・習慣を尊重し、地域社会とのコミュニケーションを通じて
信頼関係を築くとともに、良き市民として社会との共生を図ります。

行動憲章
6.

地域社会との共生活動の推進

社会性報告社会性報告
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●地域社会の実情に即した活動の推進

　2008年６月に発生した岩手・宮城内陸地
震は、特に東北地方の山間部において大き
な被害をもたらしました。クボタグループは各
方面からの要請を受け、岩手・宮城両県内の
被災地域の復旧支援を行いました。
　土砂崩落により川がせき止められた地点に
は、クボタとクボタ機工㈱が移動式ポンプを
設置し、迅速な排水により二次災害の発生を
防止しました。また、水道管が破損した地域で
は、クボタシーアイ㈱が自衛隊の先導のもと
で、ポリエチレン製水道管敷設の技術支援を
行い、短期間での復旧を実現しました。

岩手・宮城内陸地震への対応

■千葉県船橋市
内の地域清掃活
動に参加
（2008年11月16日）

■千葉県市川
市ラグビーフェス
ティバルでの少
年ラグビー指導
（2009年3月15日）

社会貢献活動から学ぶCSRの精神

私は鋳鋼事業部・材料研究部で、製品の材料分析と新たな製品の
研究開発を行っています。傍ら地域クボタ会におけるボランティア活
動の一環として河川清掃や養護施設支援活動等を行っています。こ
の度は「枚方街ピカ隊」と称し、壁の落書きを消す活動を行いました。
この活動から得た精神を事業活動におけるCSRに生かし、それを支え
る一員である事を忘れてはならないと思いました。今後もこの活動を継
続しこの精神を引き継いで、快適な暮らしを望む顧客や社会に貢献し
ていきたいと思います。

壁の落書きを消す「枚方街ピカ隊」

Voice.oice.実 践
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二次災害防止のための移動式
ポンプによる排水作業

断水地域への水道管の緊急敷設

福岡市立若宮小学校にて
（2008年9月10日）

青森市立沖館小学校にて
（2008年10月17日）

当社の災害復旧活動に対して
国土交通省より贈られた感謝状

伊藤 宣広
鋳鋼事業部・材料研究部

小学校の先生に
「社会体験研修」を実施

［農業体験支援］

沖縄・読谷村産紅いもチップ
のPR活動（2008年9月20日）
̶クボタスピアーズの試合
会場となった東京・秩父宮
ラグビー場にて

配布
パンフレット

［農産物PR支援］ ［社員食堂での支援］

クボタ堺製造所では、堺市立の
小中学校で教鞭をとられている先
生の研修の一環として、工場のモ
ノづくり体験を教育の場で活かし
ていただくために「社会体験研
修」を毎年実施しています。2008
年度は小学校の先生１名が３日
間の研修を体験されました。

「クボタeデー ボランティア活動」が8月3日（日）、全国400カ所で実施されました。この日一部の地域で最高気
温38.4℃を記録するなど厳しい暑さの中、クボタグループ約7,000名が早朝から全国各地で汗を流しました。
「クボタeデー」は農業活性化支援「eプロジェクト」の一環で、日本の農業用水を美しく保つために河川や公園
等で清掃・草刈活動を行うものです。

クボタグループ社員約7,000名参加！
「ｅデー」にボランティア活動を実施

ハイライト

～全国津々浦 「々クボタeデー」の一日～

岡山県・浦安用水路

中国・四国地区 約600名

大阪府・石川（大阪地区事業所合同）
受付を済ませる幡掛社長（現会長）

近畿地区 約1,600名

北海道・富良野

北海道地区 約500名

つくばみらい市福岡堰さくら公園
（筑波工場・竜ヶ崎工場・
  機械サービス筑波合同）

関東・甲信越地区 約1,200名

中部地区 約500名

熊本県・白川

九州・沖縄地区 約1,200名

青森県・赤川（青森クボタ）

東北地区 約1,400名



「毎日国際交流賞」に協賛
　毎日国際交流賞は、市民レベルで行われる
国際交流の支援と国際理解の促進を目的
に、国内外の国際交流・協力・援助活動を顕
彰するもので、クボタは第1回から協賛してい
ます。第20回（2008年）は、タイ・カンボジア
などでエイズ予防教育や地域保健プロジェク
トを手がけるシェア国際保険協力市民の会
と、カンボジアで校舎建設や児童養護施設の
運営を行うＪＨＰ学校をつくる会の代表理事
小山内美江子さんに同賞が贈られました。受
賞者による記念講演では、それぞれ「プライマ
リ・ヘルス・ケアと保健ＮＧＯの四半世紀・『人
びとと共に』を求めて」「共に生きる」をテーマ
にこれまでの活動について詳しくご紹介いた
だき、今後の活動への思いを熱く語っていた
だきました。また今回は第20回を迎えたことを
記念して、草の根国際交流をテーマに、過去
の受賞者や団体の代表ら４人によるシンポジ
ウムも開催されました。（毎日新聞社主催、
1989年からスタート）

海外からのお客様の
工場見学受け入れ
　海外での事業展開の伸びにともない、海外
のお客様の工場見学が増加しています。
２００８年度は、中国・タイなどの農業関係者が
工場を見学されました。

「クボタ地球小屋（TERRA-KOYA）」
に協賛
　持続可能な社会を考えるＮＰＯ法人ビー
グッドカフェが開催する、子どものための体験
型サマーキャンプ「クボタ地球小屋2008」
（2008年7月22～25日　長野県安曇野市）
に協賛しました。3泊4日にわたる、森の自然観
察や合鴨農法の田んぼでの作業などのプロ
グラムを通じて、子どもたちは自然の恵みの豊
かさや農業の大切さ、ひいては地球環境の大
切さを学びました。

「クボタ・ヒューテック・セミナー」に協賛
　教育分野での社会貢献を目的として、科学
に興味を持つ中学生・高校生を対象に、「クボ
タ・ヒューテック・セミナー」を開催しています。科
学知識をわかりやすく解説する講義と、研究施
設体験を実施しています。第41期（2008年）
は、「地球温暖化を考える～琵琶湖の生態系
に迫り来る危機～」をテーマに、専門家の講義
を受けたうえで、琵琶湖の生物の採取や観察を
して、琵琶湖に温暖化がもたらす変化を実際に
確かめるフィールドワークを行い、地球環境に
ついて考えました。（朝日新聞社・朝日カル
チャーセンター主催、1985年からスタート）

国際社会への貢献と交流 社会・文化支援活動の充実

社会性報告
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主な活動テーマ 活動内容 自己評価 次年度の重点課題

国際社会への
貢献と交流

社会・文化支援
活動の充実

●「毎日国際交流賞」に協賛
●海外からの研修生などの受け入れ
●災害への復旧支援（四川省大地震への支援等）　

●「クボタ地球小屋（TERRA-KOYA）」に協賛
●「クボタ・ヒューテック・セミナー」に協賛

●海外関係会社の社会・文化貢献活動の
　推進支援

●社会・文化貢献活動の全社展開の推進

スポーツを通じて触れ合う
地域の子どもたちのためのボランティア活動

私は、クボタエンジンアメリカコーポレーション（米国イリノイ州）で営業ア
シスタント業務を行っています。私は、地域の「ラウンド レイク スパルタン
ズ」という小学生迄を対象としたアメリカンフットボールとチアリーダーを
持つチームで、ボランティア活動を行ってきており、現在は運営役員を
務めています。このチームでは、アメリカンフットボールとチアリーダーとい
うスポーツの基礎を楽しく且つ規律正しく、また安全に且つ積極果敢な
プレーも経験してもらえるような運営をしています。そしてスポーツマンシッ
プ、チームワーク、個人の責任といった事を指導の中心に置いておりま
す。2008年、チアリーダーでは3-4歳チームと5-6歳チームが州大会へ
出場を果たし、３位と優勝を勝ち取りました。チームは子どもの親による
ボランティア活動のみで成り立っています。 練習風景

VVoice.oice.実 践

国
際
社
会
・
地
域
社
会
と
の
共
生

社
会
性
報
告

中国・四川省大地震への支援
2008年５月に発生した中国・四
川省大地震の復興支援のため、
クボタグループ（クボタおよびアジ
ア・北米・欧州のグループ会社）
は約4,000万円の義援金を日本
赤十字社などに寄贈しました。

国際社会・地域社会との共生行動憲章
6.

省エネルギー研修を実施
　クボタ枚方製造所では、中国政府の省エネ
ルギー指導推進者ら約40名を受け入れ、日本
の省エネルギー活動の取り組みを紹介する研
修会を開催しました。これは㈶省エネルギーセ
ンター主催による受入研修の一環で、日本企
業の取り組みを自国での推進活動に活かして
もらうことを目的としたもので、今回で2回目の
開催となります。

オーストラリアの山火事被害
への支援
2009年２月にオーストラリア・ビク
トリア州で発生した山火事の被害
の復旧のため、クボタグループの
クボタトラクターオーストラリアは、
豪州赤十字社へ２万豪州ドル
（約120万円）の義援金を寄贈し
ました。

省エネルギー研修

堺製造所を見学されるタイからのお客様

サラ・リー

クボタエンジンアメリカ
コーポレーション



　クボタグループでは他社の知的財産権を尊
重し侵害しないように知的財産部門と研究開
発部門が密接に連携して対応を行っていま
す。国内だけでなく海外市場やグローバル企
業についても徹底した調査を行っています。

他社知的財産権侵害未然防止活動
の実施

　クボタ本体の各事業部門については2007
年度から、国内グループ会社については
2008年度から、建設業法遵守に関する監査
を実施しています。2009年度も引き続き、監
査と教育活動を通じて、クボタグループの法令
遵守体制の定着・強化を推進していきます。

建設業法遵守活動の推進

　2008年度は国内関係会社をクボタグルー
プの輸出入管理下に位置づけて、教育ならび
に監査を実施しました。また、海外の関係会社
も書面による実態調査を行い、現時点での輸
出入管理状況を評価しました。
　全体教育は輸出入管理の基礎、法令変
更、社内手続きなどについて、2月に東京1回、
大阪２回ならびに関係会社に対しても大阪で
1回行い、全部で約460人が参加しました。

輸出入管理監査および総合研修
の実施

株主・投資家の皆様への活動
　クボタは、積極的なIR活動により、情報開示
の充実化、迅速化を進めつつ、株主・投資家
の皆様と活発なコミュニケーションを図っていま
す。年２回の決算説明会の開催をはじめとし
て、国内外の投資家・証券アナリストの皆様と
のミーティングや工場見学会の開催などの活
動を通じて、幅広い株主層の形成に努めてい
ます。
　一方、クボタは、ニューヨーク証券取引所上
場企業として、米国会計基準に基づいた財務
報告書を作成しています。また、IR情報の開示
として、有価証券報告書、四半期報告書、決算
短信、Form20-F（米国SECに提出する年次
報告書）、アニュアルレポート（英文）などはホー
ムページに掲載されており、投資家の皆様にい
つでも容易に閲覧いただけるようにしています。
　このほか決算説明会資料、ファクトブック（各
種財務指標などのデータ集）、社債情報なども
ホームページ上で参照できるようにしています。
　株主・投資家の皆様に便利にご利用いただ
けるよう、今後もホームページの機能充実に心
がけていきます。

開かれた株主総会
　できるだけ多くの株主様に来ていただける
「開かれた株主総会」となるように、2001年か
ら集中日を避けて開催しています。2008年
は、集中日一週間前の6月20日（金）に開催
し、過去最高の524名の株主様にご出席い
ただきました。
　会場では、３面の大型スクリーンにグラフや
製品写真を映し出し、報告はナレーターが行う
など、株主様にわかりやすい内容となるように
しています。
　また、会場の入口付近に製品の展示を行う
とともに、ご出席の株主様全員に、このCSR報
告書と事業を紹介した冊子である「GLOBAＬ 
INDEX」を配布し、当社へのご理解を深めて
いただくように努めています。

経営の透明性の向上と説明責任の履行
クボタグループは、適時かつ適切に企業情報を開示し、企業活動の透明性を高め説明責任を履行します。

行動憲章
7.

IR活動と企業情報の発信

社会性報告
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　2008年度は、前年度まで取り組んできた
独占禁止法違反事件再発防止のための態
勢づくりや、コンプライアンスに則った考え方、
仕事のやり方を事業活動の中に組織的に織
り込み、定着させることを重点方針とし、以下
の取り組みを行いました。

事業部、事業本部、全社という3段階のステップ
を設定し、官需関連事業に関する応札手順や
同業他社との接触の状況などを確認するなどカ
ルテルの未然防止を目的に監査を実施しまし
た。これら監査にあわせ、事前相談や独占禁止
法研修会を実施し、「教育・啓発」「事前相談」
「監査」を柱とした事業活動のチェック態勢を構
築・実施しました。

独占禁止法遵守活動の推進

アニュアルレポート

「クボタ通信」

主な活動テーマ 活動内容 自己評価 次年度の重点課題

IR活動と
企業情報の発信

●株主・投資家の皆様への活動 ●開かれた株主総会 
●ステークホルダーダイアログの実施 ●石綿問題への対応についての情報開示

●厳しい事業環境に対応した適切な情報発信の実施 
●新社長のビジョン、経営方針等の説明を軸としたIR活動の推進 
●出席しやすい、わかりやすい株主総会の実施 
●コーポレートコミュニケーション体制の整備

法令遵守と倫理に基づいた企業活動

法
令
遵
守
と
倫
理
に
基
づ
い
た
企
業
活
動
╱
経
営
の
透
明
性
の
向
上
と
説
明
責
任
の
履
行

クボタグループは、事業活動にかかわる関係法令およびその精神を遵守し、社会的倫理や良識に従った企業活動を行います。

行動憲章
2.

主な活動テーマ 活動内容 自己評価 次年度の重点課題

法令遵守活動・
コンプライアンス
の推進

●独占禁止法遵守活動の推進 ●輸出入管理監査および総合研修の実施 
●建設業法遵守活動の推進 ●他社知的財産権侵害未然防止活動の実施 

●官需関連部門への独禁法遵守対応（監査等）の継続実施 ●民需関連部
門、販売会社における遵守態勢の整備（不公正取引等） ●海外競争法への
対応態勢の構築 ●海外関係会社の実地調査および指導 ●クボタ本体・国
内関係会社へのきめ細かい教育・指導 ●グループ会社の知財リスク管理力
の一層の強化 ・海外情報セキュリティ体制の強化

［外国人株主構成比率］
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0
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24.9
28.9

20.7

官需関連部門に対する取り組み1

前年度に設置した価格改定検討部会の活動を
定着させ、価格カルテルの未然防止に向けた取
り組みを徹底させました。また、独占禁止法遵守
委員会を各事業本部ごとに開催し、特に独占禁
止法の再改正の動向を踏まえたうえで、今後高
まってくると思われる不公正な取引方法や国際
カルテルのリスクに対処していくべく独占禁止法
遵守方針を徹底しました。

民需関連部門に対する取り組み2

外部から専門家を招き、役員等会社幹部を対象
として海外競争法に関する研修会（役員フォー
ラム）を開催しました。また、事業本部コンプライ
アンス部門と法務部において、一部の海外拠点
において、現地の活動実態のヒアリングや、海
外競争法や海外での汚職行為等に関する研修
を実施しました。

国際カルテル防止に関する取り組み4

下請法違反行為の早期発見・未然防止を目的
として各事業所・購買部門等における実地監査
を実施しました。

資材購買部門に対する取り組み3

詳しくは当社ホームページをご覧下さい。

http://www.kubota.co.jp/ir/

詳しくは下記ホームページをご覧下さい。

http://giweb.kubota.co.jp./

冊子
「GLOBAL INDEX」

（％）

（年度）
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　2009年2月18日に、公正取
引委員会から塩ビ管および同継
手にかかる独占禁止法違反（価
格カルテル）に関し、当社と子会
社のクボタシーアイ㈱（2005年
4月に当社からの会社分割によ
り設立）に対し課徴金減免制度
を適用した旨公表されました。
　本件については、コンプライア
ンスに対するクボタグループとし
ての基本方針に基づき、課徴金
減免制度の適用申請を行い、調
査に協力して参りましたが、立入
調査開始前の減免申請者であ
ること、コンプライアンス態勢が
確立していると評価できること、
会社分割により当社は同事業
及び当該違法行為を2005年4
月以降行っていないことなどの理
由により、排除措置命令と課徴
金納付命令の何れも課されない
こととなりました。
　今後もクボタグループとして、
再発防止およびコンプライアン
スの徹底に努めて参ります。

公正取引委員会の
公表について

アニュアルレポートとは、投資家な
どステークホルダーに対して当年度
の経営成績や財政状況を報告す
るために作成する年次報告書のこ
とです。

国際カルテルとは、国籍を異にする
複数の企業が、価格や生産制限、
販売地域などについて協定を結び、
互いの競争を避けて利益を上げよう
とする行為です。

建設業を営む者の資質の向上、建
設工事の請負契約の適正化等を図
ることによって、建設工事の適正な
施工を確保し、発注者を保護すると
ともに、建設業の健全な発達を促進
し、もって公共の福祉の増進に寄与
することを目的とする法律で、昭和
24年に制定されました。

国際カルテルとは

建設業法とは

アニュアルレポートとは

株主総会会場
入口（写真上）と
会場内の様子
（写真下）

18.3

28.0

法令遵守活動・コンプライアンスの推進



地球温暖化の防止
省エネルギー、
化石燃料からの転換、
自然エネルギーの利用拡大、
製品重量の低減、
製品の使用段階での
エネルギー使用量の低減、他

化学物質の管理
化学物質使用量の削減、
代替物質の開発・利用、
無害化の促進、
地球環境の保全（公害防止）、他

環境コミュニケーション

循環型社会の形成
ゼロ・エミッション、
産業廃棄物の削減、
リサイクル製品品目の拡大、
リサイクル材料使用率の向上、他

持続可能な
社会

環境マネジメントシステム

クボタグループは、地球規模で持続的な発展が可能な社会の実現を目指し、
地球環境・地域環境の保全に配慮した企業活動を行います。

環境報告
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基本方針
クボタグループ環境宣言

クボタグループ クボタグループ 環境基本行動指針環境基本行動指針

環境保全中期計画

2008年度目標と実績

環境と経済が調和した持続可能な社会の構築を目指
すクボタグループの環境経営の基本方向として、「地
球温暖化の防止」「循環型社会の形成」「化学物質
の管理」の3項目を定め、その基盤として「環境マネジ
メントシステム」と「環境コミュニケーション」の充実を
図っていきます。

環境経営の基本方向

クボタグループは、ＣＳＲ経営の一環として地球環境保全を事業経営の最重要課題と位置付け、
自らの事業活動が全方位で地球環境に配慮した企業グループとなるよう活動レベルを上げていきます。

　クボタグループの環境経営の基本方向を具体化するものとして環境保全中期計画を策定し、推進しています。

新･環境保全中期計画を策定
２００８年度までの実績を踏まえ、取り組み項目と目標の見直しを行いました。

①法令を遵守するとともに、自主的に具体的な目標を定め推進します。
②製品開発、生産、販売、物流、サービスなど企業活動のすべての段階で推進します。
③取引先企業においても、環境保全活動への理解と協力を率先して推進します。

①企業市民として、地域の環境美化・環境啓発活動に参画します。
②公害の未然防止など地域の環境保全に留意した事業活動に努めます。

①環境マネジメントシステムを導入し、日常の業務に組み込み推進します。
②環境管理活動のＰ・Ｄ・Ｃ・Ａサイクルが機能していることを自主的に監査し、常に高い目標に挑戦します。
③環境に関する啓発・教育活動を推進し、環境意識の向上を図ります。

①環境情報をステークホルダーに対して速やかに、わかりやすく発信します。
②ステークホルダーから、広く環境情報を収集し環境保全活動の見直しを行います。

クボタグループは、
すべての企業活動において
環境保全に取り組みます。

クボタグループは、
地域社会との共生を図る
環境保全に努めます。

①環境アセスメントを実施し、環境リスクの低減を図り環境汚染の未然防止に努めます。
②地球温暖化の防止、循環型社会の形成、有害化学物質の削減等の環境問題の解決に努めます。

クボタグループは、
環境保全に
計画的に取り組みます。

クボタグループは、
環境管理を徹底します。

クボタグループは、
環境コミュニケーションを
積極的に推進します。

1
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4
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針
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管理指標 基準年度 2009年度 2010年度
目　標

2011年度 2012年度

※自己評価の基準　　 …目標超過達成　　…目標達成　　…目標未達成

課　題 取り組み項目 管理指標 基準年度 目　標 実　績 自己評価※

グループ会社
環境マネジメントシステムの構築

①地球温暖化の防止

②環境配慮製品・
　サービスの拡大

③循環型社会の形成

④有害化学物質
　の削減

⑤環境マネジメント
　システムの拡充

排出原単位

RoHS対象物質削減機種比率

ＣO2排出原単位

ＣO2排出量

ゼロ・エミッション（埋立比率）

購入金額比率

排出移動原単位

排出移動量

総使用量

排出量

ＣO2の削減

環境配慮製品の拡充

廃棄物の削減

水資源の節約

グリーン購入の推進

物流CO2の削減

ＰＲＴＲ法対象物質の削減

環境マネジメントシステムの構築

課　題 取り組み項目

▲７％ 

（▲6.2％）

（▲21.7％）

▲７％ 

（＋4.4％）

（▲29.0％）
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（▲8.7％）
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60％ 

　▲３％ 
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（▲15.4％）

70％ 
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（▲34.4％）

４０％ 

▲４％ 

（▲3.2％）

（▲19.2％）

▲４％ 

（＋7.8％）

（▲26.7％）

▲２％ 

（▲7.7％）
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（▲11.7％）

50％ 

▲２％ 

（▲21.8％）

　▲４％ 

（▲31.5％）

３０％ 

▲１％ 

（▲0.2％）

（▲16.7％）

▲１％ 

（＋11.1％）

（▲24.4％）

▲１％ 

（▲6.8％）

▲２％ 

（▲9.9％）

40％ 

▲１％ 

（▲21.0％）

▲２％ 

（▲30.1％）

２５％ 

2008

（2004）

（1990〈本体生産〉）

2008

（2004）

（1990〈本体生産〉）

2008

（2006）

2008

（2004）

－

2008

（2004）

2008

（2004）

－

①地球温暖化の防止

②循環型社会の形成

③化学物質の管理

ＣO2排出原単位

廃棄物排出原単位

ＣO2排出原単位

ＣO2排出量

水使用原単位

ゼロ・エミッション達成事業所数比率

排出移動原単位

RoHS対象物質削減機種比率

ＣO2の削減

廃棄物の削減

水資源の節約

物流CO2の削減

ＰＲＴＲ法対象物質の削減

製品に含まれる化学物質の削減

2004年度以下

1990年度以下
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CO2の環 境 効 率 指 標
廃棄物の環境効率指標

化学物質の環境効率指標

※
※

※

＝連結売上高（百万円）÷CO２排出量（t-CO２）（クボタグループ）
＝連結売上高（百万円）÷廃棄物排出量（百kg）（2004～2005年度：
国内クボタグループ、2006年度以降：クボタグループ）

＝連結売上高（百万円）÷PRTR法対象物質排出移動量（kg）（国内クボ
タグループ）

海外事業所データを含んでいます。
2006年度以降、海外事業所データを含んでいます。
国内事業所データです。
国内における大気汚染防止法ばい煙発生施設からの総排出量です。
国内における総量規制対象事業所からの総排出量です。

※1
※2
※3
※4
※5

社外再資源化
t76,671 CO2排出量・廃棄物排出量・PRTR法対象物質排出移動量

を環境負荷とした環境効率は、売上高の減少等により、昨年
度に比べて低下しました。

2.5

2.0

1.5

1.0

0.5

0.0
2004 2005 2006 2007 2008

2.2

1.1

1.0 1.1 1.1

1.2

1.2

1.3

1.2

1.5

2.1 2.0 1.91.9

（年度）

CO2排出量 化学物質（PRTR法対象物質）廃棄物

OUTPUT
■ 大気排出

SOx
NOx
ばいじん
PRTR法対象物質

t
t
t
t

3.8
69.0
4.0
577

■ 廃棄物
廃棄物排出量
廃棄物埋立量

t
t

94,112
10,192

エネルギー起源
上記以外

56.6万ｔ-CO2
0.9万ｔ-CO2

■ 水系排出

公共用水域
　排水量
　COD
　窒素
　りん
　PRTR法対象物質

下水道
　排水量
　PRTR法対象物質

万m3
t
t
t
kg

万m3
kg

430
11.7
13.9
0.36
40

66
48

お客様

トラクタ ダクタイル鉄管

9.84PJ※

INPUT
■ エネルギー

kL
kL
kL
kL
t
t
千m3
万kWh

1,178
4,911
21,391
6,462
48,874
818

29,938
58,933

■ 主要原材料

［原材料］

セメント
故銑
新銑
帯鋼

千t
千t
千t
千t

11
70
12
110

■ リサイクル原料
スチールスクラップ 千t304

■ 化学物質〈PRTR法対象物質〉

t6,605

■ 水
上水
工業用水
地下水

万m3
万m3
万m3

99
297
109

合  計 万m3505

※PJ：1015J

ダクタイル鉄管
トラクタ
エンジン

万t
万台
万台

25.7
19.1
81.8

田植機･コンバイン
建設機械
自動販売機

万台
万台
万台

5.6
2.1
4.1

主力製品生産量（抜粋）

使用済製品の回収
t
t

364
190

鋳鉄管
ビニルパイプ

社内再生・再利用
t33,188

主要な環境指標の推移

環境効率指標

環境経営対象グループ会社の拡大

国内外の全連結子会社を環境経営の範囲に取り入れるよう、
計画的に推進していきます。

0

20

40

60

80

100
（%）

（年度）2005 2006 2007 2008

62

［対象グループ会社比率］

物流

INPUT
投入

OUTPUT
排出

INPUT

OUTPUT

総エネルギー投入量※1

水資源投入量※1

PRTR法対象物質取扱量※3

CO2排出量※1

SOx排出量※4

NOx排出量※4

ばいじん排出量※4

PRTR法対象物質排出量※3

排水量※3

COD排出量※5

窒素排出量※5

りん排出量※5

PRTR法対象物質排出量※3

排水量※3

PRTR法対象物質排出量※3

9.64

568

7,740

PJ

万ｍ3

ｔ

9.58

567

7,762

9.78

534

8,533

9.62

537

8,751

51.3

24.2

75.5

15.3

791

447

13.9

8.8

0.24

35

71

8.5

9.2

0.28

万ｔ-CO2

ｔ

ｔ

ｔ

ｔ

万ｍ3

ｔ

ｔ

ｔ

ｋｇ

万ｍ3

ｋｇ

万ｔ

万ｔ

51.5

49.7

222.3

10.7

660

409

11.8

9.5

0.27

41

90

14

9.4

0.20

55.2

29.3

133.9

7.1

631

452

15.8

11.0

0.32

151

85

56

9.8

0.60

53.6

8.6

80.6

3.7

580

456

15.5

14.3

0.45

170

73

115

9.3

0.70

57.5

3.8

69.0

4.0

577

430

11.7

13.9

0.36

40

66

48

9.4

1.02

9.84

505

6,605

環境指標 単位 2006年度2004年度 2005年度 2007年度
報告対象期間

2008年度

大気排出

水系排出

廃棄物

公
共
用
水
域

下
水
道

廃棄物排出量※2

廃棄物埋立量※2

万t-CO257.5CO2

（CO2以外は国内事業所データ） （国内事業所データ）

41

99

クボタグループの国内外の多様な事業活動において発生する環境負荷の状況と全体像をまとめました。環境負荷の
把握と分析を行い負荷低減と環境効率の向上に取り組んでいきます。

74

1.4

（国内事業所データ）

http://www.kubota.co.jp/siryou/csr/index.html

「主要な環境指標の推移」「サイトデータ」の詳細は
下記ホームページをご覧下さい。

重油
ガソリン
灯油
軽油
石炭コークス
LPG
都市ガス・LNG
電力



　担当役員のもとに環境対策・環境監査などを推進する環境
管理部を本社に設置し、事業所、グループ会社には、環境管
理担当部門を組織して、地球環境・地域環境問題に対応して
います。

環境マネジメント

環境環境報告報告

41　  クボタグループCSR報告書2009 クボタグループCSR報告書2009  　42

環境管理推進体制
　全社のリスク管理方針に基づき、クボタグループの環境保全
活動について、環境管理部が環境監査を実施しています。
　2008年度は、環境事故や法令違反などの環境リスクに対す
る管理状況を確認する方針のもと、法令や社内ルールに則った

について重点的に実地監査を行いました。

①水質・大気・騒音関連施設の運用・設備保全
②廃棄物の適正な保管・委託処理
③化学物質の適正な保管・取扱

環境監査

　環境会計は、事業活動における環境保全のためのコストと、
その活動により得られた効果を、可能な限り定量的に把握し分
析することにより、事業活動へ反映するとともに、社内外関係
者へ情報開示することにより、当社の環境保全に対する取り
組み状況を理解していただくためのものです。

環境会計（国内事業所データ）

　クボタグループでは、事務用品（紙類、文具類等）についてグ
リーン購入を推進しています。
　購入金額比率は91.7%（前年度に比べ1.5ポイント減少）
で、目標値96％には未達成でした。

グリーン購入
　クボタグループは、地球環境・地域環境に配慮した製品を
社会に提供するため、環境に配慮した活動を行う取引先様か
ら、環境負荷がより少ない物品を調達するように努めます。
　これらの活動を確実に推進す
るため、「クボタグループ グリーン
調達ガイドライン」を通して当社の
グリーン調達についての方針を提
示し、取引先様にご理解とご協力
をお願いしています。

グリーン調達

　2006年度末までにクボタグループの国内生産事業所にお
いて認証取得を完了し、現在はグループ会社の海外生産事
業所の認証取得拡大に向けた活動を展開中です。

ISO14001認証取得状況

　クボタグループでは、法令遵守に向けて、排出ガス、排水、振
動、騒音等について、事業所ごとに法律や条例の規制値より
更に厳しい自主管理値を設定し、規制値内であっても、自主管
理値を超過した時点で、原因究明と再発防止のための是正措
置を実施しています。しかしながら、2008年度は主な環境上の
不具合として3件の排水規制値の超過と2件の騒音苦情が発
生しました。これらについては、迅速に必要な措置を実施した上
で、再発防止のための改善に取り組んでいます。

法遵守への対応

　環境に配慮した事業活動推進のためには、グループの従業
員一人ひとりの環境問題に対する意識の向上が重要です。環
境問題は、「まず知る」ことが重要であり、当社では階層別教育
で定期的に環境問題への意識喚起を図っています。また、環境
問題への的確な対応のために計画的に専門教育を実施し、能
力向上、資格者充足を図り、環境保全の確実な実践に結び付
けています。
　その他にも外部団体の環境教育への協力や、６月の環境月
間に環境先進企業の取り組み状況を調査するための見学会を
実施しています。２００９年度も、教育の質・量の一層の充実を
図っていきます。

環境関連教育

　環境保全に関する投資額は11.0億円となり、前年度より
4.3億円減少しました。費用額は９１.4億円となり前年度より
11.5億円増加しました。研究開発に係る費用額は５６.５億円
で全体の約６２％を占めています。

　環境保全活動に伴う経済効果は16.2億円となりました。

　大気汚染物質（SOｘ）の排出量は、一部事業所のディーゼル
発電機の稼動時間を減少させたため、低減しています。廃棄物
埋立量は、鉄鋼スラグの再資源化委託先の減少やFWパイプ
の事業撤退に伴う一時的な廃棄物の処分により増加しました。

環境経営の推進

7,000
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2004 2005 2006 2007 2008 （年度）

（万円） （%）

［監査対象事業所（拠点）数］

本体監査区分 グループ会社

生産事業所

非生産事業所

海外生産事業所

建設工事・営業サービス部門
（廃棄物関係）

全事業所
（10社ー13事業所）

13社ー21事業所

7社ー16拠点

8社ー8事業所

全事業所
（14事業所）

全部門
（7部門ー11拠点）

13事業所

─

［生産事業所の監査項目］

監査項目（大項目） 項目数

①一般関連（法規調査、グリーン購入、グリーン調達等） 12（2）

②水質関連（施設の維持管理、水質測定管理、届出等） 13（4）

③大気関連（施設の維持管理、大気測定管理、届出等） 13（4）

13（2）④騒音関連（施設の維持管理、騒音測定管理、届出等）

22（6）⑤廃棄物関連（分別収集・保管、適正処理、施設の維持管理等）

10（4）⑥温暖化関連（省エネ、温室効果ガス削減等）

7（3）⑦化学物質関連（MSDS管理、化学物質調査、PRTR等）

9（2）⑧緊急時関連（水質・大気関連緊急時対応準備、連絡体制等）

99（27）合　計
（　）内は法令関係の項目数（内数）

［環境保全コスト］

生産事業所の監査

［環境保全効果］

［グリーン購入金額・購入金額比率］（国内事業所データ）

当該期間の設備投資額（土地含む）の総額（連結データ）

当該期間の研究開発費の総額

33,300

26,290

［経済効果］

項　目効果の内容 2008年度 増減量 対前年度比（%）2007年度

103

94

108

44

86

108

98

105

248

0.24

－29

3.8

－4.8

－11.6

0.3

－16

0.4

0.49

8.60

461

49.3

3.8

69.0

4.0

771

9.0

0.82

8.36

490

45.5

8.6

80.6

3.7

787

8.6

0.33

エネルギー使用量（熱量換算ＰＪ）

水の使用量（万m3）

ＣＯ2排出量（万t-ＣＯ2）

ＳＯｘ排出量（ｔ）

NOx排出量（t）

ばいじん排出量（t）

ＰＲＴＲ対象物質排出・移動量（t）

廃棄物排出量（万t）

廃棄物埋立量（万t）

事業活動に投入する
資源に関する効果

事業活動から排出する
環境負荷及び
廃棄物に関する効果

（単位：百万円）
内　容分　類 年間効果

34

61

1,295

物流における積載効率の向上、輸送距離の削減等

産廃減量化、再資源化等

有価物の売却

省エネルギー対策

ゼロ・エミッション化対策

合　計

コンプレッサーの効率的運用、
設備導入・更新時における高効率機器の導入等 234

4,2363,990
4,997 4,481

5,263

85.4

93.6 93.2 91.793.2

主な取り組み内容分　類 費用額投資額費用額
2008年度2007年度

投資額

1,997

591

280

1,126

28

1,252

5,646

7

212

557

370

166

22

0

0

544

0

0

1,590

462

155

973

31

1,254

4,863

36

212

879

358

485

36

0

0

597

56

0

事業エリア内コスト

上・下流コスト

管理活動コスト

研究開発コスト

社会活動コスト

環境損傷対応コスト

地域環境保全コスト

地球環境保全コスト

資源循環コスト

（単位：百万円）

合　計

大気・水質・土壌・騒音・
振動等防止のためのコスト

廃棄物の削減・減量・
リサイクル化のためのコスト
製品の回収・再商品化
のためのコスト
環境管理人件費、ＩＳＯ整備・運用、
環境情報発信コスト
製品環境負荷低減・環境保全装置等
の研究開発コスト
地域清掃活動、
環境関係団体加盟費用・寄付等

拠出金・賦課金等

温暖化防止等のためのコスト

9,1411,1017,9871,532

http://www.kubota.co.jp/siryou/csr/index.html
「環境管理推進体制」「環境リスクマネジメント」「環境関連教育」の詳細は下記ホームページをご覧下さい。

http://www.kubota.co.jp/siryou/csr/index.html
「環境会計」「ISO１４００１認証取得状況」の詳細は下記ホームページをご覧下さい。

http://www.kubota.co.jp/kubota-ep/main/procure.html
クボタグループグリーン調達ガイドライン

環境先進企業見学会

クボタグループは、環境経営を更に充実するために環境マネジメント体制の強化を行うと共に、環境保全活動のルール
に則った活動のチェックと体系的な教育を通じて環境意識と活動レベルの向上を図っています。

1,624
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境
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　地球温暖化問題への世界的な取り組みで我が国は、京都議定書に
おいて１９９０年基準で６％の温室効果ガス排出量の削減を２００８年から
２０１２年の第１約束期間において達成しなければなりません。
　クボタグループでは、現在まで生産工程での徹底した省エネルギー活
動を中心としたＣＯ2削減に取り組み、２００８年度実績ではＣＯ2排出原
単位で１９９０年度比３２．２％の削減を行いました。
　今後は地球環境問題の重要課題である「地球温暖化の防止」をクボタ
グループの環境保全活動の最優先課題と位置付け、新たな目標を２０１２
年度にＣＯ2排出原単位１０％以上削減（２００８年度基準）と設定し、一層
の推進を図っていきます。

ＣＯ２削減の新たな削減目標を設定し取り組みを強化
ハイライト

地球温暖化の防止

環境環境報告報告
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　ＣＯ2排出量は５７．5万t-ＣＯ2で、2004年度比12.3％増（前
年度比7.4％増）、ＣＯ2排出原単位は前年度比12.0％増で目
標は未達成となりました。
　これは、集計対象事業所の拡大（グループ会社非生産事業
所）が要因の一つです。また、電気事業者のＣＯ2排出係数の増
加も要因となりました。
　２００８年度の省エネルギー対策として、高効率なコンプレッ
サーや変圧器・照明器具等への更新、設備のインバーター化等
を実施しました。

総エネルギー投入量とＣＯ２排出量

　国内における荷主としての貨物輸送量は3.9億トンキロで、そ
の貨物輸送によるＣＯ2排出量は４.6万t-ＣＯ2となりました。
　また、物流ＣＯ2排出原単位は、前年度比で1.9％低減しました。

物流におけるＣＯ２排出量
（荷主としての貨物輸送量とＣＯ２排出量）

CO2の削減

［貨物輸送量の推移］
トラック 船舶 鉄道

注1 2004年度以降は非生産事業所及びグループ会社を集計範囲に加え、対象事業所数を段階的に拡大しています。
注2 排出原単位＝CO2排出量÷売上高

［CO2排出量とCO2排出原単位の推移］
CO2排出量（本体非生産・グループ会社）CO2排出量（本体生産）

2004年度を100とした場合のCO2排出原単位（クボタグループ）
非エネルギー起源 CO2排出量（クボタグループ）

［総エネルギー投入量］ ［CO2排出量］

CO2排出量（国内グループ会社）CO2排出量（本体）
2006年度を100とした場合のCO2排出原単位

1990 2004 2005 2006 2007 2008
0

20

0

1

2

3

4

5

6

0

50

100

50

100
（%）

（%）

40

60

80

100

42.5 39.8 39.1 41.5
54.4

51.3
8.8 12.5 13.5 13.8 15.1

100100 101

［事業所電力使用量に占めるコンプレッサー電力使用量の割合］

（熱量の単位　ＰＪ＝１０１５ Ｊ）
※上図の数値以外にコージェネレーションによる自家発電量（185万kWh）、
　太陽光発電量（4万kWh）があります。

（年度）

（万t-CO2）

［CO２排出原単位の推移］
CO2排出原単位（t-CO2╱億円）

5

4

3

2

1

0
20052004 2006 2007

10月

2008（年度）

（億トンキロ）

4.2
0.01 4.1 3.9

［物流ＣＯ２排出量とＣＯ２排出原単位の推移］

（CO2排出原単位＝CO2排出量÷売上高）

削減目標：ＣＯ２排出原単位を4年間で10％以上削減（2009年度～2012年度）

1990 2004 2005 2006 2007 2008 2012
30

40

50

60

70

80

堺臨海工場におけるコンプレッサーの省エネルギー活動実践報告

　堺臨海工場では省エネルギー推進委員会を中心として省エ
ネ意識の徹底を図り、ムダ排除活動、設備改善活動を推進し
てきました。その中で、最も大きい省エネ効果を上げているのは、
コンプレッサーの電力使用量低減活動です。
　従来、コンプレッサーの電力使用量は事業所全体の電力使
用量の約30％を占めていました。今回の改善活動において、

事業所全体の電力使用量に占めるコンプレッサーの電力使用
量の割合を20％まで削減することを目標に掲げ、以下の諸対
策を実施しました。1年半の活動の結果、事業所全体の電力使
用量の20％まで低減し、目標を達成しました。（効果：
213t-CO2╱年）今後も引き続き、より細かな運転管理を実施
し、更なる電力使用量低減によるCO2削減に取り組みます。

運用方法の改善 エアー漏れ対策

30

28

26

24

22

20

省エネPT発足

運用方法の改善
エアー流量計の設置

エアー漏れパトロール実施
エアー配管の元バルブ設置

インバータ式
コンプレッサーの導入

系統切り離しによる
エアー圧力の最適化

エアー漏れパトロール実施

運転スケジュール管理 エアー漏れ箇所の特定 元バルブの設置 エアー流量計 流量計メーター

注1 2005年度以降はグループ会社を集計対象範囲に加えています。
注2 排出原単位＝CO2排出量÷連結売上高
注3 算定方法の見直しにより2006～2007年度の数値を変更しています。

2004 2005 2006 2007 2008（年度）

（年度）

（万t-CO2）

http://www.kubota.co.jp/siryou/csr/index.html
「換算係数」の詳細は下記ホームページをご覧下さい。

エアー圧力の最適化
（高圧エアーと低圧エアーの

配管系統分離）

コンプレッサー
運用方法の改善
（スケジュール運転）

エアー漏れ対策
（元バルブの設置）

インバータ式
コンプレッサー導入

step1 step2 step3 step4

（%）

（t-CO2╱億円）

C
O  

排
出
原
単
位

2

●ＣＯ2排出原単位

●ＣＯ2排出量

●物流ＣＯ2排出原単位

●2004年度以下

●前年度比1%削減

●前年度比1%削減

2004年度比＋12.3%

前年度比＋12.0%

前年度比▲1.9%

主な活動テーマ 2008年度目標 2008年度実績
２００８年度の
目標と実績

合計
9.84PJ
（25.4万kl）

電気
59％石炭コークス

15％

都市ガス・LNG
13％

灯油 8％
その他 5％
（重油、軽油、LPG等）

合計
57.5万
t-CO2

エネルギー起源CO2
98％

非エネルギー起源 2％
（CO2、CH4、N2O、HFC、 
  PFC、SF6）

2.8

1.4

2.6

1.5

2.5

1.4

2.1

1.6

2.4

1.3

4.1
3.6

1.0

3.9

4.9

1.0

3.9

1.1

3.4

4.3

0.9

100 96

エアー流量計設置状況

（目標）

76.7

クボタグループは、その事業特性から地球温暖化の防止活動について生産段階に重点を置いた展開を行っています。
今年度からCO2削減への取り組みをさらに強化するため、新たに中期目標を定め強力に推進します。

3.73.7
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1990年度を100とした場合のCO2排出原単位（本体生産）
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物質名事業所名 環境基準値地下水測定値

化学物質の管理

　過去に有機塩素系化合物を使用していた事業所におけ
る地下水測定結果は、問題ありませんでした。

地下水管理状況

PRTR法対象物質の排出移動量削減に向けて、VOCフリー塗料への切り替えや塗装工程の改善による使用量削減などを実施しています。

削減に向けた取り組み

PRTR法対象物質の削減

VOC（揮発性有機化合物）

1,600

1,200

800

400

0

100

75

50

25

0

［PRTR法対象全物質の排出量・移動量の推移］
排出量 移動量 排出移動原単位

［PRTR法対象物質（VOC）の排出量の推移］ ［2008年度物質別排出移動量の割合］
VOC排出量

その他 4.9%
スチレン 3.6%マンガン及び

その化合物 6.1%

鉛及びその化合物
6.1%

エチルベンゼン
14.5%

キシレン
36.2%

トルエン
28.7%

［2008年度 ＰＲＴＲ集計結果］〔国内事業所ごとの年間取扱量1トン（特定第１種は0.5トン）以上の物質について集計〕

物質名称 大気
排出量 移動量

政令No.

亜鉛の水溶性化合物
アジピン酸ビス（2-エチルヘキシル）
ビスフェノールA型エポキシ樹脂
エチルベンゼン
エチレングリコール
カドミウム及びその化合物
キシレン
クロム及び3価クロム化合物
6価クロム化合物
コバルト及びその化合物
ジクロロペンタフルオロプロパン
有機スズ化合物
スチレン
1,3,5-トリメチルベンゼン
トルエン
鉛及びその化合物
ニッケル
ニッケル化合物
フェノール
フタル酸ジ-n-ブチル
フッ化水素及びその水溶性塩
ほう素及びその化合物
マンガン及びその化合物
モリブデン及びその化合物

0.0
0.0
0.0

101,890
0.0
0.0

249,897
0.0
0.0
0.0
0.0
5.9

27,707
1,713

195,984
17
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
6.4
0.0

577,220

公共用水域
40
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
40

土壌
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0

自社埋立
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0

下水道
18
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
30
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
48

場外移動
0.0
327
771

10,018
168
9,584
29,638
15,630
378
0.0

4,650
5.0
0.0
285

25,189
46,687
598
516
0.0
48

1,625
1,353
46,671
0.0

194,141

1
9
30
40
43
60
63
68
69
100
144
176
177
224
227
230
231
232
266
270
283
304
311
346

合計

前年度比▲2.0%

前年度比＋2.2%

●前年度比２％削減

●前年度比２％削減

●排出移動量

●排出移動原単位

主な活動テーマ 2008年度目標 2008年度実績
２００８年度の
目標と実績

廃棄物排出量
　廃棄物排出原単位は、2007年度より5.5％増加し、目標未達
成となりました。廃棄物排出量は、94,112ｔとなり、２００７年度より
1.2％増加し、目標は未達成でした。この理由は、FWパイプの事業
撤退により産業廃棄物排出量が前年度より多くなったためです。

廃棄物の埋立比率
　廃棄物の埋立比率は、6.0％となり、目標は未達でした。理由
は、鉄鋼スラグの再資源化委託先の減少およびFWパイプの
事業撤退により一時的に埋立処分量が多くなったためです。

循環型社会の形成

3Ｒの推進

［循環資源処理フロー］

（万t）
排出原単位

注1：2005年度までは国内事業所のみ、2006年度以降は海外事業所を含みます。
注2：排出原単位（2004年度を100とする）＝廃棄物排出量÷連結売上高

注1：排出移動原単位＝排出移動量÷連結売上高

［廃棄物等排出量の推移］

20
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5

0

（%）
100
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25

0

埋立量再資源化・減量化量有価物売却量

87
92

100 （％）

（年度）

（単位：t/年） （国内事業所データ）

（年度）

（万t） （％）

再資源化率（全） 再資源化率（特定建設資材）

注1：2005年度まではクボタ本体。2006年度以降は国内グループ会社も含みます。       
注2：再資源化率（全）は特定建設資材廃棄物以外の工事廃棄物も含みます。       
注3：再資源化率＝〔有価物＋再使用量＋再生利用量＋減量化量（熱回収）〕÷排出量（含有価物）
　　 但し、2006年以前は減量化量に単純焼却、脱水等の量も含みます。

注1：社外中間処理に伴う減量化量、処理後再資源化量、最終埋立量は委託先での調査結果です。
注2：流通回収廃棄物372tは除外しています。

［建設廃棄物再資源化率の推移］
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排出量

1.2

92.8

99.5

89.5

99.1

89.2

99.3 99.3

注：2004～2006年度
埋立比率（％）＝直接埋立量÷廃棄物排出量
2007～2008年度
埋立比率（％）＝（直接埋立量＋中間処理後最終埋立量）÷
（有価物量＋廃棄物排出量）

［埋立比率の推移］
 （国内事業所データ）
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棄
物
等
発
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有価物売却量（金属等）

社内再生・再利用量

社内中間処理量（脱水等）

再資源化量

a:55,078

304,441

b:33,188

c:122,063

h:3,803
216,175 94,112

d:3,530 e:7,249

f:73,141

g:6,389

減量化量
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［廃棄物排出量の内訳］
 （国内事業所データ）

総排出量
90,186t/年

鉱さい
63%

その他 3%

木くず 2%

金属くず 2%

ばいじん 6%

汚泥 10%

廃油 4%

廃プラス
チック類 5%
がれき 5%

2004 2005 2006 2007 2008

中間処理量
86,779

（年度）

●廃棄物排出量

●廃棄物排出原単位

●埋立比率

●前年度比２％削減

●前年度比２％削減

●0.9％（国内事業所）

前年度比＋5.5%

前年度比＋1.2%

6.0%（国内事業所）

主な活動テーマ 2008年度目標 2008年度実績
２００８年度の
目標と実績
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7.6
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0.3 0.2 0.6 0.7

8.4

5.5

1.0

2004 2006 2007 20082005

6.1
4.8

2.6

筑　波

宇都宮

トリクロロエチレン

トリクロロエチレン

不検出
（0.001mg╱L未満）

不検出
（0.001mg╱L未満）

0.03mg╱L以下

0.03mg╱L以下

2004 2005 2006 2007 2008

791

180

660

251

631

246

580

207

577

194

971 911 877 787 771

7170
80

88
100

1,600

1,200

800

400

0
2004 2005 2006 2007 2008

790 659 631 580 577

（t） （％）

単位：kg╱年

（t）

（年度） （年度）

クボタグループは、循環型社会の形成に向けて廃棄物のリサイクルやゼロ・エミッションの推進など再資源化や廃棄物
の削減に取り組んでいます。

クボタグループは、ＰＲＴＲ制度のもと化学物質の適正な管理と削減目標の達成に向けて継続的な活動に取り組んで
います。
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※2008年度国内生産製品の出荷金額（プラント、施設、工事、サービスを除く製品及び機器を対象と
する）に占めるRoHS指令対象物質（鉛、6価クロム、水銀、カドミウム、PBB、PBDE）を閾値以上含
有していない製品（RoHS指令、ELV指令の適用除外用途での使用を除く）の出荷金額の割合

環境配慮製品

製品環境アセスメントによる環境配慮設計

　2008年度 RoHS指令対象物質削減機種比率※の実績は
目標25％に対し、24.1％でした。

RoHS対象物質削減機種比率

［製品環境アセスメントの評価項目（抜粋）］

環境配慮製品の開発

製品群 研究開発段階での主な取り組み内容・事例

トラクタ

コンバイン

田植機

農業関連商品

農業施設

建設機械

エンジン

鉄管

バルブ

排水管

上下水関連

リサイクル関連

ポンプ

膜事業関連

浄化槽

プラスチック管

鋳鋼

ロール

新材料

鋼管

電装機器

自動販売機

空調機器

排ガス規制対応、燃費性能の向上、塗料やめっきの環境負荷物質削減

排ガス規制対応、単位馬力当たりの質量低減

新機種の重量低減、塗料やめっきの環境負荷物質削減

減肥料・減農薬機械の開発、塗料やめっきの環境負荷物質削減

播種ラインの重量低減（当社同等機種比15％減）、塗料やめっきの環境負荷物質削減

排ガス規制対応、車外騒音の低減、オートアイドル機能等による低燃費化

排ガス規制対応、燃料消費・騒音・振動低減、バイオディーゼル・ガソリン対応

内面用塗料の溶剤系から非溶剤系への切り替えによるＶＯＣ削減

シートの耐久性向上、軽量化による施工性向上、鉛含有合金削減

排水システム製品の施工時使用材料の削減、施工時作業環境の向上、排水騒音の低減

下水処理装置の省エネ性能向上、汚泥脱水機の重量低減

破砕機の高性能化によるエネルギー消費量の低減

渦巻ポンプの高性能化による客先での消費エネルギーの低減

省エネ型膜装置、創エネ型ユニットの開発、液中膜製品・部品の塩ビ部品の鉛フリー化

家庭用浄化槽消費電力低減（当社現行機比5人槽50％減、7人槽30%減）

長寿命製品（PE管・継手）の開発、バイオマスプラスチック製品の開発

高機能反応管による客先での消費エネルギーやCO2の低減

薄板圧延用ロールの長寿命化による客先での省資源・省エネ性能向上

生産時使用燃料削減、生産時水使用量削減、生産時廃棄物発生抑制、水質汚濁の防止

施工時間の短縮（CO2排出量・消費燃料低減）、施工時排土の低減

台はかりの省エネ性能向上、塗料やめっきの環境負荷物質削減

缶自販機の省エネ性能向上（消費電力量 2005年比40％削減）

送風機の騒音低減、環境負荷物質削減、排熱の有効利用

ビオトープの設置・緑化活動
　ビオトープとは生物を意味する｢bio｣と場所を意味する｢tope｣
を合成したドイツ語で野生生物が生息できる空間のことです。
　京葉工場船橋事業所では植樹活動やビオトープ、遊歩道の

設置などを通じて、自然環境保護に努めています。ビオトープ
「船橋の森」のトンボ池では、春から秋にかけてトンボが飛び交
い、カルガモ夫婦の仲睦まじい姿を見かけることもあります。

生物多様性の保全
クボタグループは、環境に配慮した製品をお客様に提供するために、研究開発段階で環境負荷の低減活動を推進し
ています。

クボタグループは、事業活動によって地域の生物多様性に重大な影響を及ぼすことのないよう、様々な活動を通じて自
然環境の保護に努めています。

「クボタグループＣＳＲ報告書２００９」冊子版に掲載していない補足的な情報をＷＥＢサイトに掲載しています。

http://www.kubota.co.jp/siryou/csr/index.html

自然環境保護活動
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京葉工場のトンボ池 近年激減したアキアカネの産卵

生物の多様性保全のために
地元の豊かな自然環境を守ります。

私は、水道や下水道に使用されるダクタイル鉄管を製造する京葉工場
で、環境保全を担当しています。また、ボランティアで絶滅に瀕するトンボ
の調査に協力しており、低地に生息する種や離島の固有種の危機的
状況を痛感しています。最近になって、生物多様性の保全が叫ばれるよ
うになりましたが、京葉工場では１０年ほど前にビオトープを整備し、今ま
でに１９種のトンボの飛来を確認しています。生物多様性保全とは、決し
て各地の珍しい生物を取り寄せて保護することではなく、地元の豊かな
自然環境を復元・保全することだと思っています。

東京湾では海岸の埋立などにより
ほとんど見られなくなったハマヒルガオ

Voice.oice.実 践

ＷＥＢサイト掲載情報一覧

冊子掲載情報

主要な環境指標

冊子ページ

P40

環境マネジメント P41～42

●サイトデータ

●環境会計 
●ISO14001認証取得状況

地球温暖化の防止 P43～44

●主要な環境指標の推移

●環境管理推進体制
●環境リスクマネジメント
●環境関連教育

●換算係数

環境報告に対する第三者審査 P49 ●環境パフォーマンス指標算定基準

ＷＥＢ掲載情報

宮崎 俊行
京葉工場

環境負荷物質の使用量削減、質量・部品点数・容積
低減、再生資源の使用、希少原材料の使用量削減

省エネルギー、廃棄物の削減

施工

使用

廃棄・再生・再使用

情報開示

施工時の省エネ・省資源・環境負荷低減

運搬容易性の向上、梱包材削減

省エネルギー、騒音・振動の低減、耐久性向上

材質・成分の開示、保守・廃棄時の注意事項の伝達

カルガモの夫婦

素材

生産

流通

再資源化、廃棄時の適正処理

環
境
配
慮
製
品
╱
生
物
多
様
性
の
保
全

環
境
報
告

製品環境アセスメント評価シート

　クボタグループでは、製品の設計開発段階で製品ライフサ
イクルを通じて環境への影響を評価し、環境負荷を最小化す
るために、製品環境アセスメントを実施し、環境配慮設計を行
うことをルール化しています。
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工場往査

宇都宮工場 クボタ空調株式会社 栃木工場

CSR報告書に対する第三者意見

CSRの基本は事業活動を通じて、どのように

社会の発展に寄与できるかにありますが、こ

の点、クボタは社会の根幹である農業の発

展に、世界的な規模で取り組んでいることを

高く評価することができます。国内において

は「クボタeプロジェクト」を展開し、日本の喫

緊の課題のひとつである食料自給率の向上

に努力していますが、これはマテリアリティの

面から見ても極めて重要です。この面でのさ

らなる発展を期待しています。

今年度の報告書では、社会性についての中

期的な目標を取り入れ、CO2の削減につい

ても中期的な目標を明示するなど、重要な進

展が見られます。CSR活動における社会性

の中期目標は定性的ではありますが、目指す

べき方向性への到達度が分かるような形式

への展開を期待します。また環境に関して

は、環境負荷の増加が見られますが、環境保

全中期計画をグループ全体の計画として取

り組まれるとのことで、課題の克服に体系的

にアプローチしていただきたいと思います。

ステイクホルダー・ダイアローグや従業員の

声を取り入れていることも今年度の報告書

の特徴です。CSRはステイクホルダーの意

見を反映することが非常に重要なので、この

ような試みを一層発展させることが重要と思

われます。特に、農業との関係で意見を吸い

上げて活動に反映することは重要で、今後も

多様な意見を吸い上げて、CSRとして何が

大切かを継続的に検討していっていただきた

いと思います。

クボタのCSR活動はグローバルに展開され

ています。その活動の一部は本報告書でも

記述されていますが、今後はこの面をもっと

充実させることが必要と思います。特に、アジ

アにおける貢献は世界の発展に寄与する

CSR的に非常に重要なテーマですので、こ

の面に強みを持つクボタはアジアにおける日

本企業のCSR活動のモデルを是非とも創り

上げていただきたいと期待します。

※ 同マークを裏表紙に掲載しています。

國部 克彦氏

神戸大学大学院
経営学研究科 教授

2009年5月25日

第三者意見に応えて

株式会社クボタ
CSR推進本部長
執行役員

諏訪 国雄

　本年は、神戸大学大学院教授の國部先生より第三者意見をいただきました。

ＣＳＲ目標の設定と改善など、ご指摘の点に関しましては真摯に受け止め、今後のＣＳＲ経営の推進に活

かしてまいりたいと思います。

　國部先生には、昨年のＣＳＲ報告書において、弊社社長と対談していただき、「『いのち』に関わる事柄

を改善できるビジネスモデルを、ＣＳＲの中心に据えていただきたい」とのご意見をいただきました。昨年から

スタートしましたクボタグループの社会貢献活動である「クボタｅプロジェクト」をさらに充実させ、ご意見にお

応えしていきたいと思っています。

　今後も当社グループのＣＳＲ経営を推進し、社会の発展と地球環境の保全に貢献していく所存です。

環境情報の信頼性向上のために2004年度より第三者審査を受審しています。本年度の審査の結果、サステナビリティ情
報審査協会の環境報告審査・登録マーク※の付与が認められました。これは、「クボタグループCSR報告書2009」 の「環境
報告」に記載された環境情報の正確性・網羅性に関して、サステナビリティ情報審査協会（http://www.j-sus.org/） の定
めた環境報告審査･登録マーク付与基準を満たしていることを示しています。 事業活動を通じた社会責任 ステイクホルダーの声の反映

CSR目標の設定と改善への努力 グローバルな対応

http://www.kubota.co.jp/siryou/csr/index.html
「環境パフォーマンス指標算定基準」の詳細は下記ホームページをご覧下さい。
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印刷用紙は、適切に管理された森林で生産されたことを示すFSC森林認証紙を使用。
インキは環境負荷の少ない植物性大豆インキを使用しています。
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